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研究要旨 

本研究の目的の一つである新規コホート研究支援の一環として、2010 年に開始された糖尿病

の発症や身体機能の低下などを追跡している神戸研究に対して追跡調査の支援と実施、2012

年に開始された鶴岡メタボロームコホート研究（鶴岡コホート）における脳・心血管疾患の発

症登録システムの構築と調査を支援した。その結果、神戸研究では 2018 年 1 月末の時点でも

ベースライン調査参加者の 84％(1134 人中 947 名)が追跡されている。これは地域集団でかつ

検査のために来所する必要があることを考え合わせると非常に高い追跡率と考えている。また

鶴岡コホートにおいてはスクリーニングされた脳・心血管疾患の発症疑いの者（脳卒中疑い

413 件、冠動脈疾患疑い 55 件）の病院における確認調査を実施した。今後、臨床教室の支援

の下、発症者を確定して行く予定である。 



  

A．研究目的 

わが国における死亡順位の上位を占める

脳・心血管疾患の発症には様々な危険因子

が関わっている。今まで様々なバイオマー

カーの探索がなされて来たが依然として、

高血圧、脂質異常症、糖尿病、喫煙などの

古典的な危険因子を凌駕するようなものは

現れていない。また健常人からの高血圧や

糖尿病などの発症要因については、生活習

慣に遡って検証していく必要があるが、本

邦での知見は少ない。脳・心血管疾患の予

防は、高血圧などの危険因子への直接的介

入（公衆衛生学の定義でいえば“二次予

防”）と、生活習慣の改善による危険因子の

改善（“一次予防”）に大別される。そして

これらの予防対策の科学的根拠として生活

習慣と危険因子、危険因子と脳・心血管疾

患の関連を検証するコホート研究が必要で

ある。 

高齢社会では単に寿命が伸びるだけでは

なく、糖尿病や高血圧など危険因子の発

症・進展を阻止し、視聴覚機能や運動機

能、メンタルヘルスなど生活の質（Quality 

of Life, QOL）に関わる様々な機能を維持

することが重要であり、それは健康寿命の

延伸に繋がる。しかしながら高血圧、糖尿

病、脂質異常症や、視聴覚機能、運動機能

を始めとした QOL に関わる障害を評価指

標としたコホート研究は少ない。そこで上

記の病態や障害とその関連要因を明らかに

することを目的に、神戸市民を対象とした

コホート研究が行われており、2010～2011

年度にベースライン調査が行われた。その

結果、現在、服薬治療中の病気がない

1,134 名の新規コホート集団が設定された

（神戸研究）。神戸研究のエンドポイントは

危険因子（高血圧や糖尿病）の発症や増

悪、QOL の低下であるため、参加者に定期

的に再検査に訪れてもらうことが必要とな

る。しかし都市部の住民に対して診療でも

ない検査に再受診してもらうのは容易では

なく、追跡手法に工夫が必要である。そこ

で本研究では新規コホート研究支援の一環

として神戸研究の追跡を支援した。 

一方、鶴岡メタボロームコホート研究は

地域住民を対象として新しいバイオマーカ

ーであるメタボロームの測定を大規模に行

い、悪性新生物や脳・心血管疾患の発症と

の関連を検討するためのコホート研究であ

る。このコホートでは悪性新生物の発症に

ついては精度の高い山形県地域がん登録の

情報を利用することとなっているが、脳・

心血管疾患の発症についてはゼロから組み

上げる必要があり、本研究班においてその

立ち上げを支援している。 

 

B．研究方法 

兵庫県神戸市と山形県鶴岡市をフィール

ドとした地域とエンドポイントの異なる２

つのコホート（神戸研究、鶴岡メタボロー

ムコホート研究）の追跡調査に関してその

精度を高めるための研究支援を行った。 

１．神戸研究 

兵庫県の県庁所在地である神戸市は、人

口 154 万 4200 人（2010 年国勢調査）の政

令指定都市である。本研究はまったく新規

に企画されたコホート研究であり、2009 年

のパイロット調査を経て 2010 年から開始

された。2010～2011 年度の 2 年間に対象

者の募集とベースライン調査を行い、参加

者は 2012 年以降 2 年 1 回の頻度で追跡調

査（検査）を受けることになっている（表

１）。神戸研究における対象者の募集要件と

募集方法を表２に示した。本研究の募集要

件の特徴は、悪性新生物・脳・心血管疾患

の既往歴がないことに加えて、「高血圧、糖

尿病、脂質異常症の治療中でない」という

ことである。実際に表２の募集方法により



  

参加者を募ったところ希望者のうち約３割

程度がこの条件のために参加不適格と判断

された。最終的に 2010-2011 年度のベース

ライン調査に参加したのは 1,134 名であ

り、これは先ほどの２条件に加えて、自覚

的に健康でかつ追跡調査に同意した集団で

ある。神戸研究のベースライン調査の内容

を表３に示す。 

本研究は端的に言うと地域のヘルシーボ

ランティアの生活の質の阻害要因をみるた

めの研究であり、当初から悪性新生物や

脳・心血管疾患などの重篤なエンドポイン

トではなく、糖尿病や QOL の低下など直

接的には生命予後との関わりが小さいアウ

トカムを見る研究である。しかしこれらを

把握するためには参加者に検査に来所して

もらう必要があるため、脳・心血管疾患等

とは異なる追跡システムが必要とされた。

そのためには参加者と定期的に連絡を取れ

るシステムが必須であり、神戸研究では表

４に示すように参加者から連絡可能な複数

の手段について被験者から同意を得てい

る。また定期的に研究成果等を対象者に知

らせるニュースレターを発刊し（参考資料

１）、研究者と対象者の関係が希薄にならな

いように配慮している。 

２．鶴岡メタボロームコホート研究 

山形県の日本海沿岸（庄内地方）南部に

位置する鶴岡市は、人口 13 万 5403 人

（2013 年住民基本台帳）の地方都市であ

る。この研究も新規に企画されたコホート

研究であり、2012～2014 年度（2015 年 3

月末）にベースライン調査が行われ、

11002 人がコホート集団として設定され

た。本コホートは人間ドック受診者のコホ

ート（地域住民）と職域のコホートの２つ

で構成されている。本研究は、悪性新生物

や脳・心血管疾患の発症をエンドポイント

したコホート研究であり、悪性新生物につ

いては山形県地域がん登録との照合を行う

ことによりその発症を把握する。 

一方、脳・心血管疾患の登録システムは

研究班独自のものを構築した。その際、本

研究（エビデンス班）に参加している幾つ

かのコホート研究の登録システム（吹田研

究、CIRCS 研究、岩手県北コホート研究）

を参照した。幾つかを組み合わせたのは、

実際には地域ごとに医療機関の分布や役

割、行政機関の関わり方が異なるためであ

り、他地域のシステムをそのまま導入でき

ないからである。また脳・心血管疾患の場

合、医療機関受診前に死亡する場合もある

ことから NIPPON DATA80/90 と岩手県北

コホートのシステムを参考にして死因調査

も試みた。その際、人口動態統計の目的外

使用申請は本研究に基づいて行っている。

今年度は人口動態統計の調査と同時に医療

機関でカルテ閲覧による確認調査を実施し

た。 

 

C．研究結果 

１．神戸研究 

神戸コホートのアウトカムは脳・心血管

疾患の発症や死亡ではなく、より前の段階

の危険因子の発症や増悪、QOL の低下であ

る。これらの推移を把握するためには、

2010～2011 年度のベースライン調査に参加

した対象者すべてに追跡調査を実施する必

要があり、2012 年度には 2010 年度の、

2013 年度には 2011 年度の参加について、

それぞれ 2 年後の追跡調査が実施されてい

る。調査項目は、追跡期間によって適切な

ものをベースライン調査時に行った検査項

目の中から取捨選択して実施し、健康状態

の推移を把握した。また、追跡調査で検体

を採取する場合も余剰検体の保存について

同意を得た。 



  

本年度は、まず個人情報保護法の改正に

伴って平成 29 年 2 月 28 日に改正された

「人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針」への対応を実施した。主な修正点

は、共同研究機関の明確化、共同研究機関

へのデータ提供に関する本人同意とオプト

アウトの実施であり、修正申請は先端医療

センターの倫理委員会において承認され

た。 

今年度（2017 年度）の調査は、2011 年

度登録者の 6 年後の追跡調査として実施さ

れた。出張調査は、地域住民団体(自治会)

の協力のもとに、5 月西区、10 月須磨区、

12 月東灘区の 3 か所で行い、他の先端医療

センターの日(6 月、7 月、8 月、9 月、

2018 年 1 月の計 5 回)と合わせて合計 8 回

の調査を実施した。対象者は、2011 年登録

参加者と 2010 年登録参加者の 2016 年度未

受診者であり、2018 年 1 月までの受診者数

は 433 人となった。2016 年度と合わせる

と、6 年目の追跡調査への来所参加者は合

計 947 名であった(コホートからの離脱希望

者 14 名を除くと、追跡率 84％)。この追跡

調査の流れを図１にまとめた。 

2018 年度に向けて、2010 年度登録者の

8 年目の追跡調査の参加率を維持し、コホ

ートからの離脱希望者を除いて 8 年目の追

跡調査への参加率が 85％以上となるのを目

標に準備を進め、2018 年度以降も追跡調査

を進め、縦断的解析による検討を進める予

定である。 

 

２．鶴岡メタボロームコホート研究 

 鶴岡の発症登録システムでは、以下の方

針で脳・心血管疾患のエンドポイントの把

握を行っている（図２）。すなわち、 

①脳・心血管疾患のエンドポイントとし

て、症候性の脳血管疾患（TIA 除く）、冠動

脈疾患（冠動脈インターベンション含む）、

内因性急性死を設定する。ただし I20（狭

心症）、I24（その他の急性虚血性心疾患）

では、担当医の判断による病名のばらつき

や検査のための病名付与がよくあるため、

これらについては、医学的な処置があるも

のに限定し別途該当するＫコードリストを

作成した。すなわちこれらの処置のない

「狭心症」などは本研究のエンドポイント

に含めない。 

②当該地区の脳・心血管疾患の受診状況、

救急搬送状況をみて、ほとんどの患者が市

内または郊外の 4 病院（公立 1、県立１、

民間 2、ただし 1 病院はほとんど搬送がな

い）を受診していることを確認し、ここを

受診した者を調査対象とした。  

③医療機関から個人情報をもらうのは困難

なため、逆に鶴岡メタボロームコホートの

対象者のリストを病院に送付し、その中で

当該病院を受診して上記の ICD-10 コード

のある者をリストアップしてもらうことと

した。そしてリストアップした対象者につ

いて研究者が当該病院を訪問し、電子カル

テの閲覧等を行うことにより最終的な診断

名を確定させることとした。 

④急性死や院外死亡を把握するため人口動

態統計入手を利用する。この場合、より詳

細な情報が得られること、コホートの対象

地域が一つの市だけであることから、厚労

省で最終死因を入手するのではなく、管轄

保健所（庄内保健所）において死亡小票の

閲覧を実施する。 

今年度は、2012 年 4 月 1 日から 2015 年

3 月 31 日の鶴岡メタボロームコホート研究

のベースライン調査に参加した者（11002

名、男性 5131 名、女性 5871 名、ただし

今までの発症調査で既に発症者として確定

された者やベースライン前の発症と考えら

れた者を除く）を対象に 2016 年末までの

発症を調査した。その結果、脳卒中疑いが 



  

413 名、冠動脈疾患疑い 55 名がリストアッ

プされ、これらの対象者の病院訪問調査を

2018 年 2 月 6 日～8 日に実施した。また病

院を受診せず死亡した場合や内因性急性死

の登録漏れを防ぐため、死亡小票の閲覧の

申請を厚生労働省統計情報部に行った。 

過去、2014 年度は 2013 年 9 月 30 日ま

でに死亡した 9 人、2015 年度はそれ以降

2014 年 12 月 31 日までに死亡した 32 人、

2016 度は 2015 年 12 月 31 日までに死亡し

た 33 名の閲覧を行っている。今年度は

2016 年 12 月 31 日までに死亡した 42 名の

閲覧を 2018 年 2 月 7 日に庄内保健所で実

施した。 

 現在、カルテ調査および死亡小票調査の

情報を整理中であり、引き続き慶應義塾大

学循環器内科、同 神経内科の医師の協力を

得て最終的な診断名を確定させる予定であ

る。 

 

D．考察 

 近年、多くの研究機関で“コホート研

究”が行われるようになってきた。しかし

ながら患者集団、一般集団を問わず単に多

数の参加者から血液サンプルや臨床情報を

採取しただけの研究をコホート研究と称し

ている例もあり、たくさんの人から検体を

採取する＝大規模コホート研究という誤解

も多い。しかしながらコホート研究の定義

は、特定の要因に曝露した集団と曝露して

いない集団を一定期間追跡してアウトカム

の発生を比較することであるため、そもそ

も追跡がなされていないとコホート研究で

すらない。わが国において地域集団を対象

としたコホート研究で最も難しいのは追跡

調査であり、特に急性の経過を取り、本人

とのコンタクトが取れなくなる場合も多い

脳・心血管疾患ではなおさら困難である。 

また高血圧や糖尿病などの危険因子の発

症要因についてもその検証は難しい。わが

国の制度では健常者を対象とした“健診”

と要治療の人を対象とした医療は制度的に

分離しており、医療機関では既に要治療状

態となった者しか把握できない。例外的に

健診を受ける医療機関と治療を開始する医

療機関が同じ場合もあるかもしれないが、

それぞれ同じ機関にかからなければならな

いルールはなく、健診受診者の生活習慣の

把握がきちんとなされているわけではな

い。通常、地域において 2 年連続して健診

を受ける者は 7 割に満たず１)、長期的に見

ると追跡率は非常に低い。そのため追跡シ

ステムが整ったコホート研究を構築しない

と、地域における危険因子の発症・増悪要

因の解明は困難である。 

従来、この手の研究の多くは職域で行わ

れてきた。職域の場合、ある程度の規模の

企業になると毎年の定期健康診断で対象者

の状況を把握できるし、生活習慣の調査を

行うのも地域より容易である。しかしなが

ら勤務者集団はせいぜい 60 歳代前半までく

らいの年齢層しかおらず、生活習慣病の影

響が大きく出て来る年代の割合は少ない。

またヘルシーワーカーズ効果や手厚い健康

管理システムもあり、疫学調査が可能な職

域（大企業）の場合、同年代の地域住民に

比し心血管疾患発症率は非常に低い 2)。そ

のため神戸研究のような試みも必要とされ

るのである。 

一方、鶴岡のような大規模な地域コホー

トにおいては、法的に整備されていない

脳・心血管疾患の発症登録を整備すること

は多大な困難が伴う。悪性新生物と異なり

病院の集約化がしにくい点、症状の消退が

あり確定診断が難しい点、受診前に死亡す

る者も多く、かつ回復にせよ死亡にせよ退

院までのスパンが短いことなど、疫学調査



  

を困難にする諸条件がそろっている。脳・

心血管疾患の発症調査は漏れを少なくしよ

うと思うと、単にレセプト病名がついた過

ぎない膨大な患者のカルテを閲覧する業務

が発生する。そこで本研究では既存の複数

のコホート研究のシステムを参考にして、

できるだけ合理的に脳・心血管疾患を把握

する体制を整備し、鋭意発症調査を進めて

いる。 
 本研究では多くの先行コホートの事例を

参照することにより、神戸、鶴岡それぞれの

集団特性や研究目的に応じた追跡システム

を構築している。現状ではこのようなオーダ

ーメイドでの追跡システムを構築せざるを

得ない状況であり、公的登録制度の整備が望

まれる。 

 

E．結論 

本研究では、地理的に遠く離れ、研究目

的も異なる 2 つの新規コホートを対象とし

て、追跡調査とアウトカムの登録システム

の構築を行った。いずれの研究でも目的に

応じた登録システムを構築できており、今

後の発展が期待される。 
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1. 久保佐智美．早朝及び就寝前高血圧と
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本循環器病予防学会学術集会.  

2. 西田陽子．都市部住民における飲酒と
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3. 久保佐智美．血清尿酸値および飲酒習
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4. 呉代華容．男女別、飲酒状況が精神的

健康状態に与える影響：神戸研究．第
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5. 二井悠希．能動喫煙・受動喫煙が精神

的健康状態に与える影響：神戸研究．

第 52 回日本アルコール・アディクショ

ン医学会学術総会．  

6. 西川智文．健常者と脳梗塞既往者の飲

酒履歴の違い．第 52 回日本アルコー

ル・アディクション医学会学術総会． 



  

7. 平田 匠．飲酒者におけるフラッシング

反応・飲酒量の組み合わせと HDL-C

の関連：神戸研究．日本臨床疫学会第

1 回年次学術大会．  

8. 平田あや．都市住民における Fatty 

liver index と耐糖能異常発症との関

連：神戸研究. 第 76 回日本公衆衛生学

会総会. 

9. 杉山大典．一般地域集団での認知機能

障害に対する MoCA カットオフ値の検

討：メタアナリシス. 第 76 回日本公衆

衛生学会総会.  

10. 田辺杏由美 ．一般集団における内臓脂

肪蓄積とシスタチン C から推定した

GFR の関連：神戸トライアル. 第 76

回日本公衆衛生学会総会.【優秀口演賞

受賞】 

11. 久保 佐智美．非 CKD 集団における血

清尿酸値と腎機能との関連：神戸研究. 

第 28 回日本疫学会学術総会.  
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該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大
規模コホート統合研究 （ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 
 

2．茨城県健康研究（茨城県コホート） 

 

  研究協力者 木庭 愛  茨城県保健福祉部 部長 

  研究協力者 入江ふじこ 茨城県日立保健所 所長 兼保健福祉部保健予防課 

  研究協力者 西連地利己 獨協医科大学公衆衛生学講座 准教授 

 

研究要旨 

茨城県健康研究（Ibaraki Prefectural Health Study: IPHS）は，地域の健康管理上重要な要

因を明らかにするとともに，健診の事後指導，健康教育を効果的に進めるための基礎資料を

得ることを目的としている。本年度は，第２コホートで１本の学会発表と１本の論文，健診

コホートで１本の論文発表を行った。また，全国健康保険協会（協会けんぽ）茨城支部，県内

の４つの共済組合（茨城県市町村職員共済組合，地方職員共済組合茨城県支部，公立学校共

済組合茨城支部，警察共済組合茨城支部），２つの国民健康保険組合，および８つの健康保険

組合の特定健診データの収集を継続している。 

 

A．研究目的 

茨城県健康研究（ Ibaraki Prefectural 

Health Study: IPHS）は，健診受診者を対象

として，その後の健診結果や生命予後等を追

跡し，生活習慣や健診成績と生活習慣病の発

症や死亡等との関連を検討したり，危険因子

保有割合等の経年変化を観察したりするこ

とにより，地域の健康管理上重要な要因を明

らかにするとともに，健診の事後指導，健康

教育を効果的に進めるための基礎資料を得

ることを目的としている。本研究は県の主導

のもとに市町村，健診機関，茨城県国民健康

保険団体連合会，全国健康保険協会（協会け

んぽ）茨城支部，県内の４つの共済組合（茨

城県市町村職員共済組合，地方職員共済組合

茨城県支部，公立学校共済組合茨城支部，警

察共済組合茨城支部），２つの国民健康保険

組合，および８つの健康保険組合の協力を得

て行う研究事業として位置づけられている。 

 

B．研究方法 

１．第１コホート 

事業名は，「茨城県健診受診者生命予後追

跡調査事業」である。現 23 市町村（平成 5

年当時 38 市町村）における平成 5 年度の基

本健康診査受診者の約 10 万人を対象とする

前向きコホート調査である。平成 30 年末ま

での 25 年間を追跡するとする計画が県の

「茨城県健康研究検討部会」及び「茨城県疫

学研究合同倫理審査委員会」において承認さ

れている。なお，平成 29 年 2 月 28 日に一

部改正された『人を対象とする医学系研究に



  

関する倫理指針』に対応するための研究計画

変更についても，同部会および同委員会にお

いて承認されている。 

また，本年度は平成 29 年末までの住民基

本台帳による死亡日調査が全対象市町村で

終了した。 

（倫理面での配慮） 

研究計画は「茨城県疫学研究合同倫理審査

委員会」の承認を得ている。健診情報と住民

基本台帳の使用については市町村長の承諾

を，人口動態死亡票の目的外使用については，

統計法第 33 条に基づく調査票情報提供申出

を行い，承認を得ている。また，個人情報の

保護に配慮して，市町村において対象者の健

診情報と住民基本台帳の照合作業を行った

後，氏名を削除してから県がデータを受け取

り，集計解析を行っている。 

 

(1) 死亡をエンドポイントとした追跡 

対象者の健診受診後平成 27 年までの生命

予後と死因について，住民基本台帳と人口動

態死亡票電子データを用いて追跡調査を行

った。 

 

(2) 生活習慣病（心房細動等）の発症をエン

ドポイントとした追跡 

ベースラインとなる平成 5 年度の基本健

康診査受診者のうち，平成 6 年度から平成

27 年度までの間に健診受診歴を有する者に

ついては，その健診成績をベースラインデー

タに連結させた。 

 

２．第２コホート 

事業名は，「健康づくり，介護予防および

医療費適正化のための大規模コホート研究

事業」である。県内 44 市町村のうち 21 市

町村国保の協力を得て，国民保険加入者を対

象とした前向きコホート調査を開始し，平成

21 年度にベースライン調査として特定健康

診査と併せて「健康に関するアンケート」を

行った。この第２コホートでは，エンドポイ

ントに死亡，健診結果のほか，医療費，介護

保険の給付の状況を追跡し，ベースライン時

の健診成績や生活習慣との関連について分

析を進めている。なお，平成 30 年度から要

介護認定のデータも収集する方向で調整中

である。 

平成 21 年度から平成 28 年度までの加入

期間状況，特定健康診査・特定保健指導，レ

セプト，介護保険給付の情報の収集を完了し

た。また，住民基本台帳の調査については，

全対象市町村で平成 28 年まで，また 16 市

町村で平成 29 年までの転出日・死亡日の情

報を収集した。人口動態死亡票電子データに

ついては，平成 27 年末までのデータを収集

した。 

（倫理面での配慮） 

研究計画は「茨城県疫学研究合同倫理審査

委員会」の承認を得ている。アンケート，死

亡状況，加入期間状況，特定健康診査・特定

保健指導，レセプト，介護保険の情報の利用

については，文書によるインフォームドコン

セントにより，本人の同意（署名）を得てい

る。加入期間状況，特定健康診査・特定保健

指導，レセプト，介護保険情報の使用につい

ては市町村長の承諾も併せて得ている。人口

動態死亡票の目的外使用については厚生労

働省の承認を得ている。 

なお，当該研究の目的を含む研究の実施に

ついての情報を公開するとともに（県ホーム

ページや市町村広報への掲載，健診会場での

リーフレット配布など），研究対象者向けの

相談窓口を設置し，研究対象者となることへ

の拒否等各種相談に対応できるようにして



  

いる。 

 

３．健診コホート 

事業名は，「高血圧，糖尿病，心房細動等

の発症とその背景要因に関する研究」である。

県内全市町村の平成 5 年～平成 19 年までの

基本健康診査データおよび平成 20 年以降の

特定健康診査データ（国保分）を収集し，基

本健診及び特定健診のデータを集積し，高血

圧等の有病率，発症率等の経年変化，これら

と喫煙，飲酒，肥満等との関連を明らかにす

ることを目的としている。 

平成 29 年度までに，平成 27 年度分まで

の国保の健診データに加えて，平成 21 年度

～平成 26 年度分の協会けんぽ茨城県支部実

施分，平成 20 年度～平成 27 年度の茨城県

内４共済，2 国民健康保険組合，8 健康保険

組合実施分の特定健康診査データの収集が

完了した。これらの健診データのうち，（公

財）茨城県総合健診協会実施分については，

ダイナミックコホートデータとして平成 5

年度以降の健診結果による追跡を行ってい

る。 

なお，平成 29 年 2 月 28 日に一部改正さ

れた『人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針』への対応として，平成 30 年度以降

のデータ収集は，研究目的としてではなく，

地域保健法に基づく保健事業目的で収集す

ることとした。そのため，平成 30 年度以降

に収集したデータについては，当面の間，行

政資料（『茨城県市町村別健康指標』等）の

作成目的に限定して利用することとなった。

なお，平成 29 年度までに収集したデータに

ついては，今まで通り，研究目的での利用が

可能であるとした。 

（倫理面での配慮） 

研究計画は茨城県疫学研究合同倫理審査

委員会の承認を得ている。データは匿名化さ

れて収集される。 

 

C．研究結果 

１．第１コホート 

本年度は，行政における禁煙の普及啓発

のためのツールとして，COPD リスクシー

トの開発を進めている。 

 

２．第２コホート 

本年度は 1 本の学会発表と 1 本の論文発

表を行った。学会発表の内容は次のとおり

である。 

発表(1)：医療費シミュレーションツール

の開発：茨城県健康研究． 

【目的】データヘルス計画では，検査値

等が改善して健康寿命および平均寿命が延

伸された結果として，医療費の適正化（伸

びの抑制）も期待されているところであ

る。しかし，策定にあたって，検査値等の

改善が，医療費にどの程度影響するかを試

算している保険者はあまり見当たらない。

そこで，検査値の改善等が医療費にどの程

度影響するかを試算するツールを開発し

た。 

【方法】「健康づくり，介護予防及び医療費

適正化のための大規模コホート研究事業

（平成 21 年度～継続中）」の健診結果及び

レセプトデータ（医療費）より，平成 21 

年度に健診を受診した 40～74 歳の男女

53,335 人のうち，データ不完全者，心疾患

や脳血管疾患の既往を有する者を除く，

47,587 人を対象とした。Tweedie model を

用いて，健診結果とレセプトデータによる

医療費との関連を検討した。年齢（変化量

1 歳あたり），収縮期血圧（変化量 1 

mmHg あたり），高 LDL コレステロー



  

ル，糖尿病もしくは糖尿病と強く疑われ

る，喫煙のそれぞれについて回帰係数を算出

した。その回帰係数を Microsoft Excel のシ

ートに組み入れて，医療費のシミュレーショ

ンシートを開発した。

 

 

図１ 医療費シミュレーションツール（データヘルス計画策定支援ツール） 

  

表１ 各項目の回帰係数 

 男性 
 

女性 

 β SE β SE 

年齢（歳） 0.0464 0.0009  0.0359 0.0007 

収縮期血圧（mmHg） 0.0014 0.0004  0.0027 0.0003 

高ＬＤＬコレステロール 0.0846 0.0196  0.1050 0.0122 

糖尿病もしくは糖尿病と強く疑われる 0.4475 0.0203  0.4746 0.0207 

喫煙 0.0285 0.0167  0.1624 0.0246 

β：回帰係数； SE：標準誤差 

高ＬＤＬコレステロール者：LDL-C≧160mg/dl；糖尿病もしくは糖尿病と強く疑われる

者；空腹時血糖≧126 mg/dl，HbA1c（NGSP 値）≧6.5%，または服薬治療中 

男性の喫煙を除き p<0.05； 男性の喫煙：p=0.09 

 



  

 

【結果】男性の回帰係数は，年齢 0.0464，

収縮期血圧 0.0014，高 LDL コレステロール

0.0846，糖尿病もしくは糖尿病と強く疑われる

0.4475，喫煙 0.0285 であった（p<0.05）。女

性では，年齢 0.0359，収縮期血圧 0.0027，高

LDL コレステロール 0.1050，糖尿病もしくは

糖尿病と強く疑わ 0.4746，喫煙 0.1624 であっ

た（p<0.05）。これらのパラメータを利用し

て，目標達成により推定される医療費を確認で

きるツールを作成した。このツールは，「デー

タヘルス計画支援ツール」として茨城県立健康

プラザのホームページ（http://www.hsc-

i.jp/03_seikatsu/top.htm）に掲載されている。 

【結果】健康日本 21 関連指標と医療費との

関連が明らかとなり，エビデンスに基づいた医

療費シミュレーションツールが可能となった。 

 

３．健診コホート 

平成 28 年度までの国保の特定健診情報の収

集し，各市町村別に収縮期血圧の平均値等の経

年変化を示した報告書『市町村別健康指標』を

本年度内に各市町村に配布する予定である。な

お，当該報告書に茨城県内の国保，協会けん

ぽ，共済，国民健康保険組合，健康保険組合が

実施した平成 26 年度の特定健診データを集計

した結果も掲載する予定である。また，本年度

は 1 本の論文発表を行った。 

 

 

D．考察 

茨城県健康研究は，保健行政に対するフィー

ドバックを特に重要視しており，毎年度『茨城

県市町村別健康指標』を刊行するとともに各種

ツールを開発し，茨城県立健康プラザのホーム

ページに掲載するとともに，県内市町村に提供

している。健診コホートのデータは，茨城県の

健康増進計画の評価指標を毎年算出するために

も用いられている。本年度は多くの自治体が平

成 30 年度からのデータヘルス計画策定を行っ

ている。このような状況の中で，茨城県内の市

町村では『茨城県市町村別健康指標』を現状分

析に活用したり，医療費のシミュレーションツ

ール（データヘルス計画策定支援ツール）を用

いて介入効果を予測したりするなどが行われる

ようになった。また，第２コホートの医療費分

析の結果の一部が県の医療費適正化計画に引用

されることにもなった。 

一方，疫学研究としては，CKD 発症の予測式

の検討とメタボ要素の医療費に対する寄与を明

らかにすることができた。また，本研究班や環

境省との共同研究も実施しており，我が国の疫

学研究の発展による公衆衛生の向上に，今後と

も協力をしていくこととしている。 

 

Ｅ．結論 

茨城県健康研究は，本年度も茨城県内市町村

へのフィードバックに加え，日本の疫学研究に

も貢献できたと思われる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし。 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

(1) Umesawa M, Sairenchi T, Haruyama 

Y, Nagao M, Yamagishi K, Irie F, 

Watanabe H,  Kobashi G, Iso H, Ota 

H. Validity of a Risk Prediction 

Equation for CKD After 10  Years of 

Follow-up in a Japanese Population: 

The Ibaraki Prefectural Health Study. 

Am J Kidney Dis. 2017 Nov 30. pii: 

S0272-6386(17)31006-5. 

(2) Sairenchi T, Iso H, Yamagishi K, Irie 

F, Nagao M, Umesawa M, Haruyama 

Y, Kobashi G, Watanabe H, Ota H. 

Impact and attribute of each obesity-



  

 

related cardiovascular risk factor in 

combination with abdominal obesity 

on total health  expenditures in 

adult Japanese National Health 

insurance beneficiaries: The Ibaraki 

Prefectural health study. J Epidemiol. 

2017;27(8):354-359. 

 

２．学会発表 

(1) 西連地利己，辻本健彦，須能恵子，入江

ふじこ，渡辺宏，長尾匡則，梅澤光政，

春山康夫，磯博康，小橋元， 

大田仁史．医療費シミュレーションツ

ールの開発：茨城県健康研究．第 76 回

日本公衆衛生学会総会, (2017 年 11 月, 

鹿児島) 

 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コ
ホート統合研究 （ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 
 

3．都市部一般住民における循環器病リスク評価ツールの開発 −吹田研究- 

 

研究分担者 宮本 恵宏  所属 国立循環器病研究センター 予防健診部 

 

研究要旨 

高血圧など危険因子の改善で循環器疾患を予防できるが、市町村等の立場からは予防対策の効果を

予測する手段がない。そのため現在の危険因子の状態から将来の循環器疾患の発症者数等を予測す

るツールがあると事業計画の作成に有用である。一方、個人のリスク予測は以前からあるが短期間

の発症確率で示すことが多く、若年者は危険因子の重症度にかかわらず低リスクとなる。そのため

米国では生涯リスクの予測が行われているがわが国にはない。本研究では、都市部住民のコホート

による生涯リスクの予測を行う。本研究は、分担研究として都市部住民のコホートによる開発を行

う。吹田研究のベースライン時に脳卒中がなかった 5515 人を 1989〜2007 年の間追跡した。年齢別

の発生率は、5 年間の年齢帯の人年法を用いて算出し、競合する死亡リスクを考慮した初回発作の性

別および年齢別の生涯リスクを推定した。40 歳で、すべての脳卒中について、競合する死亡リスク

を調整した生涯リスクは、糖尿病のない男性では 15.98％であり、糖尿病では男性で 26.64％であっ

た。脳卒中の生涯リスクは、糖尿病の男性の方が糖尿病の男性よりも 10.66％高かった。同年齢の女

性では、脳卒中の生涯リスクは糖尿病で 17.29％、糖尿病では 30.72％であった。糖尿病患者と糖尿

病患者との間の LTR の差は 13.43％であった。糖尿病患者の脳卒中の生涯リスク増加は、男女とも

にすべての年齢層にわたって観察された。脳梗塞脳卒中サブタイプについても同様の結果が観察さ

れた。 

Ａ. 研究目的 

 高血圧など危険因子の改善で循環器疾患を予

防できるが、市町村等の立場からは予防対策の

効果を予測する手段がない。そのため現在の危

険因子の状態から将来の循環器疾患の発症者数

等を予測するツールがあると事業計画の作成に

有用である。一方、個人のリスク予測は以前か

らあるが短期間の発症確率で示すことが多く、

若年者は危険因子の重症度にかかわらず低リス

クとなる。そのため米国では生涯リスクの予測

が行われているがわが国にはない。そこで集団

と個人のリスク予測ツールを安定的な統計モデ

ルが得られる大規模統合コホート研究で開発す

る必要がある。 本研究は、分担研究として都市

部住民のコホートによる開発を行う。今年度は、

糖尿病の有無による脳卒中の生涯リスクについ

て報告する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

吹田研究のベースライン時に脳卒中がなかっ

た 5515 人を 1989〜2007 年の間追跡した。年

齢別の発生率は、5 年間の年齢帯の人年法を用

いて算出し、競合する死亡リスクを考慮した初

回発作の性別および年齢別の生涯リスクを推定

した。  



  

 

 C．研究結果 

5515 人の被験者を 71374.23 人年の間追跡し

た。 40 歳で、すべての脳卒中について、競合す

る死亡リスクを調整した生涯リスクは、糖尿病

のない男性では 15.98％であり、糖尿病では男

性で 26.64％であった。脳卒中の生涯リスクは、

糖尿病の男性の方が糖尿病の男性よりも

10.66％高かった。同年齢の女性では、脳卒中の

生涯リスクは糖尿病で 17.29％、糖尿病では

30.72％であった。糖尿病患者と糖尿病患者との

間の LTR の差は 13.43％であった。糖尿病患者

の脳卒中の生涯リスク増加は、男女ともにすべ

ての年齢層にわたって観察された。脳梗塞脳卒

中サブタイプについても同様の結果が観察され

た。 

 

Ｄ．考察  

生涯リスクは、その時点での年齢から生涯にわ

たって疾患を発症する累積確率として定義され

る。脳卒中発症率が西洋人よりも高いアジア人

の脳卒中イベントの LTR に対する糖尿病の影

響はまだ推定されていない。本研究の結果は、

この知識は、我が国の公衆衛生の教育と計画に

有用な情報を提供すると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

我が国で初めて、都市のコミュニティベース

の住民で、中年の男性と女性の両方で、糖尿病

が脳卒中の残存生涯リスクに有意な影響を及ぼ

すことが観察された。 

 

Ｆ．健康危機情報 

 本研究は観察研究のため健康危機を及ぼすこ

とはない。 

 

Ｇ．研究発表 

1. Katsuragi S et al. Birthweight and 

cardiovascular risk factors in a Japanese 

general population. J Obstet Gynaecol Res. 

2017 Jun;43(6):1001-1007. 

2. Turin TC, et al. Diabetes and lifetime risk of 

coronary heart disease. Prim Care Diabetes. 

2017 Oct;11(5):461-466.  

3. Kokubo Y, et al. Development of a Basic 

Risk Score for Incident Atrial Fibrillation in 

a Japanese General Population  - The 

Suita Study. Circ J. 2017 Oct 

25;81(11):1580-1588.  

4. Turin TC, et al. Diabetes and lifetime risk of 

stroke and subtypes in an urban middle-

aged population. J Diabetes Complications. 

2017 May;31(5):831-835.  

5. Kikui M, et al. Relationship between 

Metabolic Syndrome Components and 

Periodontal Disease in a Japanese General 

Population: the Suita Study. J Atheroscler 

Thromb. 2017 May 1;24(5):495-507. 

 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コ
ホート統合研究 （ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 
 

4．地域住民における心血管病とその危険因子の疫学研究：久山町研究 

 

研究分担者 二宮利治  九州大学大学院医学研究院 衛生・公衆衛生学分野・教授 

研究協力者 向井直子  九州大学大学院医学研究院 附属総合コホートセンター・講師 

 

研究要旨  

福岡県久山町において、2007 年の循環器健診を受診した認知症のない 60 歳以上の住民のうち、

朝の家庭血圧を 3 日以上測定できた 1,674 人を 5 年間追跡し、家庭血圧の日間変動と認知症発症と

の関連を検討した。性、年齢、学歴、降圧薬服用、心電図異常、糖尿病、血清総コレステロール値、

body mass index（BMI）、心血管病の既往、喫煙、飲酒、運動を調整した多変量解析では、認知症

発症のハザード比（HR）は収縮期血圧値（SBP）の変動係数（CV）レベルが高くなるにしたがって

有意に上昇した[Q1:1.0（基準）、Q2:1.3、Q3:1.3、Q4:2.3、傾向性 p 値＜0.001]。この関連は認知症

をアルツハイマー病（AD）と血管性認知症（VaD）に分けて検討しても同様に認められた。さらに、

28 日間の平均 SBP 値を調整因子に加えても、SBP の CV レベルと AD および VaD 発症リスクの間

に有意な正の関連を認めた（両傾向性ｐ値＜0.05)。次に、2002 年の久山町循環器健診を受診した 60

歳以上の住民のうち、認知症のない 1,562 人を 10 年間追跡した成績より、尿中アルブミン・クレアチ

ニン比（UACR）レベルが認知症発症に及ぼす影響を検討した。認知症発症の HR は UACR レベルの

上昇とともに有意に増加した（傾向性ｐ値＝0.001）。同様の関連は AD と VaD について検討しても

認められた（両傾向性 p 値＜0.05)。これらの関係は、推定糸球体濾過量（eGFR）で調整しても変わ

りなかった（両傾向性 p 値＜0.05)。以上より、家庭血圧の日間変動の増大は SBP 値とは独立した AD

および VaD の発症の有意な危険因子であった。また、アルブミン尿の増加は eGFR とは独立して、VaD

に加えて AD の発症リスクも高めることが明らかとなった。血圧変動の増大またはアルブミン尿を

有する者は VaD のみならず AD の高リスク群であることが示された。 

 

Ａ.研究目的 

 久山町研究の目的は、心血管病、慢性腎臓

病、認知症などの生活習慣病の危険因子を検討

し、その予防に有用なエビデンスを提供するこ

とである。 

 本年度は、福岡県久山町の地域住民を対象と

した追跡調査の成績より、家庭血圧の日間変動

が認知症発症に及ぼす影響を検討した。さらに、

アルブミン尿と認知症発症との関係を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 家庭血圧の日間変動と認知症発症との関連 

2007 年の久山町循環器健診を受診した認知

症のない 60 歳以上の高齢者のうち、朝の家庭血

圧を 3 日以上測定できた 1,674 人を 5 年間前向

きに追跡した。家庭血圧の測定には、上腕型家

庭血圧計（HEM-7080IC）を使用した。「起床後

1 時間以内、朝食前および降圧薬服薬前」に 5 分

以上の安静後に座位血圧を 3 回測定し、その平



  

 

均値を 1 日の血圧値とした。さらに、血圧の日

間変動の指標として、28 日間の収縮期血圧値

（SBP)を用いて SBP の変動係数（CV）を計算

した。CV レベルは 4 分位に分類した。全認知

症、アルツハイマー病（AD)および血管性認知症

（VaD)の診断には、それぞれ DSM-IIIR、

NINCDS-ADRDA、NINDS-AIREN の診断基準

を用いた。認知症発症のハザード比（HR）の算

出には、Cox 比例ハザードモデルを用いた。 

 

2. アルブミン尿と認知症発症との関連 

2002 年の久山町循環器健診を受診した 60 歳

以上の住民のうち、認知症のない 1,562人を10年

間追跡した。対象者を尿中アルブミン・クレアチ

ニン比（UACR）レベル（mg/g)で≦6.9、7.0-12.7、

12.8-29.9、≧30.0 の 4 群に分け、UACR レベル

と認知症発症との関係を検討した。認知症および

その病型のハザード比は Cox 比例ハザードモデ

ルを用いて算出した。 

 

（倫理面の配慮） 

 本研究は「疫学研究に関する倫理指針｣に基づ

き研究計画書を作成し、九州大学医学研究院倫

理委員会の承認を得て行われた。研究者は、対

象者の個人情報の漏洩を防ぐうえで細心の注意

を払い、その管理に責任を負っている。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 家庭血圧の日間変動と認知症発症との関連 

追跡期間中に 194 例の認知症発症（AD 134

例、VaD 47 例）を認めた。性、年齢、学歴、降

圧薬服用、心電図異常、糖尿病、血清総コレステ

ロール値、body mass index（BMI）、心血管病

の既往、喫煙、飲酒、運動を調整した多変量解析

では、認知症発症の HR は SBP の CV レベルが

高くなるにしたがって有意に上昇した[Q1:1.0

（基準）、Q2:1.3、Q3:1.3、Q4:2.3、傾向性 p 値

＜0.001]。この関連は認知症を AD と VaD に分

けて検討しても同様に認められた。さらに、28 日

間の平均 SBP 値を調整因子に加えても、SBP の

CV レベルと AD および VaD 発症リスクの間に

有意な正の関連を認めた（両傾向性ｐ値＜0.05)

（図 1）。 

 

2. アルブミン尿と認知症発症との関連 

追跡期間中に 358 人が認知症を発症した（AD 

238 例、VaD 93 例）。認知症に対する粗累積発

症率は UACR レベルの増加に伴い有意に上昇

した（傾向性 p 値＜0.001)（図 2）。性、年齢、

学歴、脳卒中の既往、収縮期血圧値、降圧薬服

用、糖尿病、血清総コレステロール値、BMI、

喫煙、飲酒、運動を調整した多変量解析でも、

UACR レベルと認知症発症との間に有意な正の

関連を認めた（傾向性ｐ値＝0.001)。AD と VaD

の病型別に検討したところ、いずれの病型にお

いても発症リスクは UACR レベルの増加に伴

い有意に上昇した（両傾向性 p 値＜0.05)。これ

らの関係は、推定糸球体濾過量（eGFR）で調整

しても変わりなかった（両傾向性 p値＜0.05)（図

3）。 

 

 

Ｄ．考察  

1. 家庭血圧の日間変動と認知症発症との関連 

久山町地域住民の追跡調査の成績では、家庭血

圧の日間変動の増大に伴い、SBP 値とは独立して

全認知症、AD および VaD の発症リスクは有意に

上昇した。 

 血圧変動の上昇は脳卒中、白質病変、微小脳出

血、皮質微小梗塞の危険因子であることが報告さ

れている。一方、血圧の日間変動の増大が AD 発

症と関連した機序として、症候性前認知症期にお

ける中枢神経構造の変化によって起こる自律神

経障害を反映している可能性がある。また、脳低

潅流により神経が傷害され、脳の構造的・機能的

変化が生じ、認知機能低下や認知症発症のリスク



  

 

が上昇すると考えられる。 

 

2. アルブミン尿と認知症発症との関連 

 久山町地域高齢者の追跡調査の成績では、アル

ブミン尿の増加は AD および VaD 発症の有意な

危険因子であった。 

 アルブミン尿は血管内皮機能障害や脳卒中を

含む動脈硬化性疾患の良いバイオマーカーであ

ると報告されている。また、アルブミン尿は、血

管内皮機能障害により生じる血液脳関門におけ

る血漿蛋白の透過性亢進やアミロイドβ排出阻

害により AD 発症のリスクの増加に関与すると考

えられる。 

 

Ｅ．結論 

 日本人地域高齢住民において、血圧の日間変動

の増大およびアルブミン尿は VaD 発症のみなら

ず AD 発症の有意な危険因子であった。 

Ｆ．健康危機情報 

①家庭血圧の日間変動の増大は AD および VaD

発症と密接に関連していた。 

②アルブミン尿を有する者はVaDのみならずAD

発症の高リスク群である。 
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研究協力者 立川佳美   放射線影響研究所臨床研究部 

 

研究要旨 

動脈硬化性疾患の危険因子として糖尿病は重要な位置を占める。糖尿病はさまざまな遺伝素因を

基盤に環境因子が関与して発生し、近年の 2 型糖尿病の増加は循環器疾患対策において重要な課題

となっている。2 型糖尿病の発生にはインスリン作用の場である筋肉、肝臓、脂肪組織などでのイ

ンスリン抵抗性が原因としてあげられ、加齢や肥満・過食・運動不足等の生活習慣が要因とされて

いる。肥満が糖尿病の危険因子であることは周知の事実であるが、近年、肥満者ならび非肥満者の

各々で「代謝的に正常な群」と「代謝的に不健康な群」が存在することが報告されている。アジア

人は白人と比較して、肥満は少ないにもかかわらず 2 型糖尿病のリスクが高く、さらに同じ肥満

度（BMI）で比較すると体脂肪が多いことが報告されている。 

日本人における体組成と代謝の関係に関するエビデンスは少ない。広島の成人健康調査では Dual 

Energy X-ray Absorptiometry（DEXA）による体組成測定を 1994-96 年に実施しており、その後

の糖尿病罹患との関係を調べた。糖尿病のリスクは、体脂肪の分布により異なっており、体幹部（腹

部）脂肪の増加で糖尿病罹患のリスクが増加し、下肢脂肪の増加は糖尿病罹患に予防的な役割をす

ることが示唆された。肥満の有無により分けた解析では、肥満群のみに下肢の脂肪率と糖尿病罹患

との間に有意な負の関連が認められたが、糖尿病罹患に対するハザード比（リスク比）は肥満の有

無により大きくは変わらなかった。 

肥満の有無に関わらず、体組成は糖尿病罹患の高リスク群を評価するのに有用な手段の一つである

ことが示唆された。 

Ａ．研究目的 

循環器疾患対策において糖尿病罹患の高リス

ク群を検討することは、重要であると考えられ

る。肥満は、糖尿病罹患のリスク因子の一つと

して、よく知られているが、糖尿病を新規に発 

 

生した者で必ずしも肥満を認めるわけではな

い。さらに近年、肥満者ならび非肥満者の各々

で「代謝的に正常な群」と「代謝的に不健康な

群」が存在すること、「代謝的に不健康な」非

肥満群でも心血管疾患や糖尿病のリスクが高い

ことが報告されている。アジア人は白人と比較

して、肥満は少ないにもかかわらず 2 型糖尿

病のリスクが高く、さらに同じ肥満度（BMI）

で比較すると体脂肪が多いことが報告されてい

る。 

 日本人における体組成と糖尿病罹患に関する

エビデンスは少なく、体組成の直接的計測を実



  

 

施した日本人コホートも少ない。広島の成人健

康調査では Dual Energy X-ray 

Absorptiometry（DEXA）による体組成測定を

1994-96 年に実施している。体組成が糖尿罹患

に及ぼす影響ならびに、その影響が肥満の有無

により異なるか否かについて検討した。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

放射線影響研究所の成人健康調査集団（被爆

者とその対照からなる約 2 万人の集団）では

1958 年から 2 年毎の健診を実施している。本

研究では、1994-96 年に広島における健診に受

診し、DEXA で全身の体組成を測定した、48-

79 歳までの 1532 名の非糖尿病の受診者を解析

対象とし、糖尿病の新規発生は 2011 年末まで

追跡した。 

体組成の検討では、体脂肪分布の指標とし

て、上肢、体幹部、下肢の脂肪量や脂肪率（各

部位の脂肪量を全軟部組織量［骨量を除く総重

量］で割って算出）を用いた。また、筋肉量の

指標として、四肢（両上・下肢）の除脂肪量

（四肢の重量から骨量や脂肪量を除いたもの）

を身長の 2 乗で割って算出した値を用いた。肥

満の有無については、米国糖尿病学会によりア

ジア人で推奨されている肥満度指数（BMI）の

カットポイントを用いて、23kg/m2以上を肥満

ありとした。体組成は男女で異なるため、統計

解析は男女別に行い、BMI、喫煙、飲酒歴、高

血圧や脂質異常の既往の有無、追跡開始時の年

齢、放射線量で調整した。 

(倫理面での配慮) 

文部科学省・厚生労働省の「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」に準拠して行わ

れ、放射線影響研究所の倫理委員会の承認を得

ている。研究者は対象者の個人情報の漏洩を防

ぐための細心の注意を払い、その管理に責任を

負っている。 

 

Ｃ．研究結果 

① 体組成が糖尿病の罹患率に及ぼす影響 
女性では、体幹部と下肢のいずれかの体組成を

モデルに含めた解析で、体幹部の脂肪量・脂肪

率と糖尿病罹患の正の関連（脂肪量や脂肪率が

大きいほど糖尿病の罹患率が高くなる）が示唆

されたが、下肢の脂肪量・脂肪率と糖尿病罹患

には有意な負の関連（下肢の脂肪量や脂肪率が

多いほど糖尿病の罹患率が低い）を認めた。こ

の関連は、体幹部と下肢の脂肪率を同時にモデ

ルに含めた解析についても同様の結果が得られ

た。男性では、体幹部と下肢のいずれかの体組

成をモデルに含めた解析で、体幹部や下肢の脂

肪量・脂肪率に有意な関連は観察されなかった

が、体幹部と下肢の脂肪率を同時にモデルに含

めた解析では、女性と同様に、体幹部の脂肪率

と糖尿病罹患との間に有意な正の関連、下肢の

脂肪率と糖尿病罹患との間に有意な負の関連を

認めた。男女ともに、上肢の脂肪量・脂肪率、四

肢の除脂肪量と糖尿病罹患率との間には有意な

関連は認められなかった。 

② 肥満の有無（23kg/m2以上、未満）に分けた

解析 
体幹部と下肢の脂肪率を同時にモデルに含めて

行った解析では、肥満群のみに下肢の脂肪率と

糖尿病罹患との間には有意な負の関連が認めら

れた。しかしながら、糖尿病罹患に対するハザ

ード比（リスク比）は肥満の有無により大きく

は変わらなかった。また、非肥満の男性におい

てのみ、四肢の除脂肪量と糖尿病罹患率との間

に有意な負の関連が認められた。 

 

Ｄ.考察 

日本人集団を長期に追跡し、体組成と糖尿病

リスクとの関連を検討した今回の調査で、糖尿

病のリスクは、体脂肪の分布により異なること

が明らかになった。体幹部（腹部）脂肪増加で糖

尿病罹患のリスクが増加し、下肢脂肪の増加は



  

 

体幹部脂肪とは逆に、糖尿病罹患に対し予防的

な役割をすることが示唆された。この結果はア

ジア人における横断調査で、DEXA で測定され

た体幹部脂肪と下肢脂肪が、同時期に測定され

たｱﾃﾞｨﾎﾟｶｲﾝ、炎症ﾏｰｶｰ、ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑに対し、

各々独立して相反する影響を与えるという報告

に一致する。 

 アジア人は白人と比較して、肥満は少ないに

もかかわらず2 型糖尿病のリスクが高いことが

報告されている。今回の研究では BMI のカット

ポイントを 25kg/m2ではなく、米国糖尿病学会

によりアジア人で推奨されている 23kg/m2とし

て解析し、体組成の糖尿病罹患に対する影響は、

肥満の有無に関わらず認められた。アジア人で

は白人に比較して同じ肥満度（BMI）で比較す

ると体脂肪が多いことが報告されており、体組

成測定の有用性が示唆される。 

 

Ｅ．結論 

糖尿病のリスクは、体脂肪の分布により異な

っていた。体幹部（腹部）脂肪の増加で糖尿病罹

患のリスクが増加し、下肢脂肪の増加は体幹部

脂肪とは逆に、糖尿病罹患に対し予防的な役割

をすることが示唆された。肥満の有無により分

けた解析では、肥満群のみに下肢の脂肪率と糖

尿病罹患との間には有意な負の関連が認められ

たが、糖尿病罹患に対するハザード比（リスク

比）は肥満の有無により大きくは変わらなかっ

た。 

肥満の有無に関わらず、体組成は糖尿病発生

の高リスク群を評価するのに有用な手段の一つ

であることが示唆された。 
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表 1 ベースライン時の対象者の特徴 

 

表２ ベースライン時の対象者の体組成 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

表 3 体組成と糖尿病罹患 

 
 
１BMI, 高血圧・脂質異常症の有無、喫煙歴、飲酒歴、ベースライン時の年齢、放射線量で調整 
2上記リスク因子に体幹部脂肪率、下肢の脂肪率を加えて調整 
 
 
 
 

 
図１ 体脂肪分布と糖尿病発生 –肥満（BMI 23kg/m2以上）の有無別- 
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研究要旨 

本年度は該当地区における住民健診を実施し、一般住民の血圧値などのリスク要因の時系列な変化

を追い、血圧家族歴と出生コホートが血圧の経年変化に与える影響を検討した。35 年間の健診デー

タより、個人の各測定値の経年的な変化を混合効果モデルで統合し、経年齢的変化が血圧に関与す

る状況を確認した。統計解析は「R」した。を使用する。平成 29 年度は壮瞥町での夏季・冬季での住

民健康調査を行い約 800 名の新たなデータを収集、既存のデータベースに統合した。その結果、調査開

始年が後になるほど血圧値は低下し、出生コホートの影響が端野・壮瞥研究でも確認できた。また高血圧

の家族歴のあるものでより若年からの血圧上昇が示された。高血圧予防の観点からは、より若年から介入

を開始することにより高血圧発症年齢をより先に延ばすことが可能であることが窺われる。また高血圧

家族歴を有するものではより若年から高血圧予防対策を計るべきである。 

 

 

A. 研究目的 

 端野・壮瞥町研究は、北海道の２地域におい

て 1977 年より継続されている循環器疾患の病

態解明を目的とした地域疫学研究である。対象

は一般住民で毎年の健康診査と疾患発症登録に

より研究を継続している。   

平成 29 年度は 2017 年 8 月、12 月に計 2 週間

の健診を実施し約 680 名の健康診査を行った。

また追跡対象の約 2000 名について、予後調査

を実施し死亡（死因）、疾病発症状況、ADL 状況

などを登録した。以上の成績を研究班データベ

ースに統合することにより分担研究の一部に寄

与する。 

血圧値や血糖を初めとする代謝障害の多くは経

年齢的変化をすることが知られており、横断研

究の結果は対象集団の年齢分布の影響を受け、

また従来の横断研究の手法では高血圧、糖尿病

家族歴と血圧及び代謝障害の経年齢的変化の検

討は困難である。本研究では一般住民の非薬物

服用者と服用者の血圧値、血糖値などの時系列

な変化を追い、最も効率的な予防レベルを知る

ことを目的とする。 

 

B. 研究方法  

北海道２町の住民健診が開始された 1977 年

より 2016 年までの住民健診全参加者は延 7, 

200 名である。これに本年度の健診受診者 826

名のデータを加えて解析した。解析対象はこの



  

 

うち 1921～1960年出生の参加者（約 4,000名）

を解析対象とする。本研究はこれまで札幌医科

大学倫理委員会の承認を得、全対象者から文書

による同意を得ている。測定項目として以下を

検討する。1977 年より 2016 年までの毎年健診

受診(1977～1993 年は隔年施行、1994～2016 年

は毎年施行)した参加対象者に対して、内服歴

（降圧薬、高脂血症薬及び糖尿病薬の内服の有

無）、喫煙歴、飲酒習慣の有無を問診により聴取

したものである。身体検査では収縮期血圧

（SBP）、拡張期血圧（DBP）、body mass index

（BMI）を測定した。静脈採血は早朝空腹時に

行われ、測定項目は血清中性脂肪値（TG）、血糖

値(FBS）である。low-density lipoprotein コレ

ステロール(LDL-C）は、Friedewaldの式(TCHO 

－ HDL-C － TG/5)により算出する。また、対

象は初回健診受診時に問診により高血圧、糖尿

病の家族歴を聴取する。 

解析方法統計解析は R を使用する。血圧値及び

代謝因子の経時的変化と年齢、高血圧、糖尿病

家族歴及び他のリスク因子との関係を、混合効

果モデル、共分散構造分析の手法を用いて解析

する。混合効果モデルにおいては、SBP、DBP、

FBS、LDL-C、TG、HDL-C をそれぞれ応答変

数とし、年齢、高血圧家族歴、BMI、喫煙歴、飲

酒習慣、出生年カテゴリーを共変量とする。な

お出生年カテゴリーはコホート効果を補正する

た め に 用 いた 。 ま ず 初 め に 分 数 多 項式

(Fractional polynomial)により年齢とそれぞれ

の応答変数の関係を示す候補モデルを作成した。

候補モデルから赤池情報基準量(AIC)を使用し、

それぞれの応答変数と年齢の関係に最も適合す

るモデルを選択し基本至適モデルとした。次に

基本至適モデルに共変量(高血圧家族歴、BMI、

喫煙、習慣飲酒、出生年カテゴリー)を投入、更

に各家族歴と年齢、BMI との二次相互作用項、

及び家族歴、年齢、BMI 間の三次相互作用項を

投入した。最後に各主効果項及び相互作用項に

対して尤度比検定(Likelihood ratio test) を施

行、非有意項(P>0.05)をモデルより削除し最終

モデルを検討する。本年度は高血圧家族歴の有

無による血圧の経年変化について解析した。 

 

C. 研究結果  

対象の 21～85 歳までのデータを得たが、デー

タ数が少数であったため 30 才未満のデータは削

除した。結果、5 年間の対象 30 歳から 85 歳まで

の総健診受診回数は 4826 回であった。血圧値の

経時的変化は生まれ年（出生コホート）、年齢、BMI

及び、家族歴の有無により影響された。SBP は加

齢に伴い増加し、その増加率は加齢と共に増加が

する傾向が認められた。また出生コホートは古い

ものでは新しいものより SBP は高かく、また高血

圧家族歴のあるものでないものに比較して SBP

が高かった。家族歴の有無による血圧の経変化に

は差は認められなかった。多変量解析では SBP で

は年齢の主効果は認めたが、年齢と BMI 間に有意

な相互作用は認めなかった。また DBP は 30 代か

ら上昇し、その後 60 代をピークに減少した。SBP

と同様、DBP でも出生コホートの主効果は認めた

が、高血圧家族歴と年齢、高血圧家族歴と BMI 間

に相互作用は認められなかった（図）。 

 

D．考察  

本研究は混合効果モデルを用いて、端野・壮瞥

両町の住民健診データの解析を行った。混合効果

モデルは、観測間隔が不均一で同一個体を反復測

定したデータの解析に適した統計モデルである。

本研究では、混合効果モデルを用いて出生コホー

トによる血圧の経年齢的変化への影響を明らかに

した。先行研究の疫学調査で出生コホートと高血

圧発症、血圧上昇の関連を検討した報告はあるが、

その相関の強度は一様ではなく人種、地域に異な

り、年齢、性、BMI や WHR で補正するとその関

連が消失するとするとの報告も出されており、こ

の関連の結論は得られていない。 



  

 

本研究では出生コホートは早いものでの血圧の上

昇が認められた。同じ 60 歳でも出生は 20～40 年

（一世代）違うと 15ｍｍHg の相違となり、それ

までの環境要因の蓄積効果が示される。また、そ

の後の収縮期血圧経年変化の傾向は各出生コホー

ト間では相違が小さいことが示された。 

E．結論 本年度は該当地区における住民健診を

実施し、一般住民の血圧値などのリスク要因の

時系列な変化を追い、血圧家族歴と出生コホー

トが血圧の経年変化に与える影響を検討した。

35 年間の健診データより、個人の各測定値の経

年的な変化を混合効果モデルで統合し、経年齢

的変化が血圧に関与する状況を確認した。統計

解析は「R」した。を使用する。平成 29 年度は

壮瞥町での夏季・冬季での住民健康調査を行い約

800 名の新たなデータを収集、既存のデータベー

スに統合した。その結果、調査開始年が後になる

ほど血圧値は低下し、出生コホートの影響が端野・

壮瞥研究でも確認できた。また高血圧の家族歴の

あるものでより若年からの血圧上昇が示された。

高血圧予防の観点からは、より若年から介入を開

始することにより高血圧発症年齢をより先に延ば

すことが可能であることが窺われる。また高血圧

家族歴を有するものではより若年から高血圧予防

を計るべきである。 
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図  血圧の経年変化（同一個体の追跡結果）左 収縮期血圧 右拡張期血圧 
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研究要旨  

本研究は JACC 研究において、日本人における飲酒・受動喫煙と大動脈疾患死亡との関連、虚血

性心疾患および脳卒中の間での危険因子との比較を検討することを目的とした。JACC 研究では、

がん、循環器疾患の既往を除く 40～79 歳の男女約 10 万人を対象に 1988～1990 年間にベースラ

イン調査を実施し、2009 年末までに大動脈疾患及び循環器疾患死亡の有無を追跡した。解析にお

いて、飲酒区分を非飲酒者、過去飲酒者、現在飲酒一日 30g 未満、現在飲酒一日 30g 以上の 4 群

に分け、受動喫煙については家庭内、家庭外とその組み合わせをそれぞれに高値群、中央群、低値

群の 3 群に分けて、大動脈疾患死亡との関連を検討した。また、虚血性心疾患および脳卒中死亡に

関連する危険因子の類似点、相違点を比較検討した。その結果、非飲酒者に比べ、軽度飲酒群にお

いては、大動脈疾患と大動脈解離の死亡リスクが低く、中程度以上飲酒群においては腹部大動脈瘤

死亡リスクが低いことが認められた。受動喫煙については、受動喫煙低値群に比べ、家庭外受動喫

煙と家庭内外いずれかの受動喫煙高値群において大動脈疾患死亡リスクの増加を認められた。ま

た、虚血性心疾患および脳卒中死亡の危険因子の比較検討においては、高血圧が虚血性心疾患と脳

卒中の両者に共通した危険因子であり、一方、喫煙や糖尿病は、虚血性心疾患との関連が脳卒中に

比べてやや強い傾向にあり、人口寄与危険割合も性別によって異なることを明らかにした。 

A. 研究の目的 

日本における大規模な疫学研究である JACC 

Study は 1980 年代後半、当時名古屋大学医学

部予防医学教授 青木國雄先生を中心にがんと

循環器疾患の疫学研究者が集まり、構築された

日本人約 12 万人の一般住民からなるコホート

研究である。 

本研究は日本人における飲酒、受動喫煙と大

動脈疾患の死亡との関連、循環器疾患のリスク

ファクターと虚血性心疾患および脳卒中死亡と

の関連を検討することを目的とした。 



  

 

B. 研究対象と方法 

JACC Study 研究は全国 45 地区に住む住民

を対象に、1988 年から 90 年の間に自記式問診

票で生活習慣、既往歴などの調査を行い、回答

の得られたもののうち調査時に 40～79 歳だっ

た 110,585 人（男 46,395 人、女 64,190 人）を

追跡対象とした。 

本研究は、JACC 研究において、がん、循環

器疾患の既往を除く 40～79 歳の男女約 10 万人

を対象に、2009 年末までに大動脈疾患死亡と循

環器疾患死亡を追跡した。解析において、受動

喫煙・飲酒と大動脈疾患死亡リスクとの関連を

検討し、また、循環器疾患のリスクファクター

と虚血性心疾患および脳卒中死亡と比較検討し

た。大動脈疾患死亡、循環器疾患死亡の死因は

ICD10 に従って分類した。 

C．結果と結論： 

研究１．飲酒と大動脈疾患死亡との関連 

研究目的：先行研究において、飲酒と大動脈疾

患死亡リスクとの関連は必ず一致したエビデン

スがない。そこで、本研究は JACC 研究におい

て、飲酒と大動脈疾患死亡リスクとの関連を明

らかにすることを目的とした。 

研究方法：JACC 研究で、1988～1990 年のベ

ースライン調査に参加した 40～79 歳男性のう

ち、がん、脳卒中・心筋梗塞既往のある者を除く

男性 34,720 人を 2009 年末までに追跡した。飲

酒区分を非飲酒者、過去飲酒者、現在飲酒一日

30g 未満、現在飲酒一日 30g 以上の 4 群に分け

た。解析において、非飲酒者を基準にして、SAS

統計ソフトを用いて、Cox 比例回帰モデルを実

施し、各飲酒区分と大動脈疾患死亡リスクのハ

ザード比を算出した。多変量調整因子として、

年齢、body mass index、喫煙歴、高血圧・糖尿

病の既往を調整した。 

研究結果：17.9 年間の追跡中、大動脈解離によ

る死亡者は 45 人であり、腹部大動脈瘤による死

亡者は 41 人であった。大動脈疾患は大動脈解離

または腹部大動脈瘤のいずれがある場合とした。

軽度飲酒群において、大動脈疾患と大動脈解離

の死亡リスクが低く、中程度以上飲酒群におい

て、腹部大動脈瘤の死亡リスクが低いことが認

められた。非飲酒者に比べ、1 日にアルコール摂

取量は 30ｇ未満群と 30ｇ以上群の多変量調整

ハザード比（95％信頼区間）はそれぞれに、大

動脈疾患で 0.46（0.28-0.76）と 0.65（0.41-1.04）

であり、大動脈解離で 0.16（0.05-0.50）と 0.70

（0.34-1.44）であり、腹部大動脈瘤で 0.63（0.31-

1.30）と 0.42（0.18-1.00）でった。 

結論：日本人男性において、軽度中程度の飲酒

は大動脈瘤の死亡リスク低下と関連することが

認められた。 

研究 2．受動喫煙と大動脈疾患死亡リスクとの

関連 

研究目的：受動喫煙と大動脈解離と大動脈瘤の

死亡リスクとの関連についてエビデンスが限ら

れている。本研究は日本人において受動喫煙に

よる大動脈疾患の死亡リスクとの関連を明らか

にすることを目的とした。 

研究方法：JACC 研究で、1988～1990 年のベ

ースライン調査に参加した 40～79 歳男女のう

ち、がん、脳卒中・心筋梗塞既往のある者、また、

受動喫煙に関する問診票の未回答者を除く 男

女 48,677 人を 2009 年末までに追跡した。家庭

外受動喫煙を高値群、中央群、低値群の 3 群に



  

 

分け、それぞれにほぼ毎日、週に１～４日また

は時時、ほとんどないと判定した。家庭内受動

喫煙も高値群、中央群、低値群の 3 群に分け、

それぞれにほぼ毎日 2 時間以上、ほぼ毎日 2 時

間未満または週に１～４日または時時、ほとん

どないと判定した。解析において、SAS 統計ソ

フトを用いて、Cox 比例回帰モデルを実施し、

家庭内外での受動喫煙と大動脈疾患死亡リスク

のハザード比を算出した。多変量因子として年

齢、性、教育歴、body mass index、ストレス、

職業区分、身体活動、喫煙歴、飲酒習慣、魚摂取

頻度、地域を調整した。 

研究結果：19 年間（中央値）追跡期間中大動脈

解離死亡者 66 人、大動脈瘤死亡者 75 人であっ

た。受動喫煙の低値群に比べ、受動喫煙の高値

群において、多変量調整した大動脈疾患のハザ

ード比はそれぞれに、家庭外受動喫煙では 2.45

（1.02-5.88）であり、家庭内受動喫煙では 1.82

（0.84-3.96）であり、家庭内外いずれかの受動

喫煙では 2.35（1.09-5.09）であった。それぞれ

受動喫煙の低値群（家庭外、家庭内、家庭内外両

方の受動喫煙）に比べ、現在喫煙において、多変

量調整した大動脈疾患のハザード比はそれぞれ

に、3.97（2.14-7.39）、3.41（1.84-6.32）、4.09

（1.998.39）であった。 

結論：家庭外受動喫煙と、家庭内外いずれかの

受動喫煙は大動脈疾患死亡リスクの増加を認め

られた。 

研究 3．虚血性心疾患および脳卒中死亡の危険

因子の比較 

研究目的：高血圧、糖尿病、肥満、喫煙、アル

コール過剰摂取、低身体活動等が、循環器疾患

のリスクを高めることはよく知られているが、

これらの危険因子が、循環器疾患を構成する虚

血性心疾患と脳卒中のそれぞれの病型について

同じように関連するかどうかは明らかではな

い。本研究は、JACC 研究において、これらの

危険因子が虚血性心疾患及び脳卒中の死亡とど

の程度に関連するのか、その違いはあるのか。

さらにそれら危険因子に対する対策の公衆衛生

学的インパクトの大きさについて、明らかにす

ることを目的とした。 

研究方法：本研究は JACC 研究において、ア

ンケートの質問項目を有効な回答が得られ、循

環器疾患、がんの既往がない 40-79 歳男女

104,910 人（男：46,395 人、女：64,190 人）

を対象に、2009 年末までに 19.1 年（中央値）

間を追跡した。解析において、年齢、教育年数

（13 年未満、13-15 年、16–18 年、19 年以

上）。閉経 の有無、性ホルモン療法の有無、

喫煙状況（非喫煙者、禁煙者、喫煙者）、アル

コール摂取（非飲酒者、エタノール摂取量

23.0g/日未満、23.0～45.9g/日、46.0g/日以

上）、運動習慣（あり : 運動 1-2 時間/週以上 

or ウォーキング 30 分/日以上、なし）、Body 

mass index (BMI : 18.5 kg/m2未満、18.5-20.9 

kg/m2、21.0–22.9 kg/m2、23.0–24.9 kg/m2、

25.0–27.4 kg/m2、27.5 kg/m2以上)、高血圧既

往の有無、糖尿病既往の有無を調整した。

SPSS 22 missing values option を用いて、多

変量調整ハザードモデル解析を実施し、各危険

因子と虚血性心疾患及び脳卒中死亡との関連を

比較検討した。 

研究結果：虚血性心疾患及び脳卒中の両方とも

に同様な関連を示した危険因子は高血圧であっ

た。正常血圧者に比べ、高血圧者では、虚血性心

疾患死亡のハザード比が男性で 1.63（1.39-1.90）

であり、女性で 1.70（1.43-2.02）と高かった。

同様に脳卒中死亡のハザード比は男性で 1.73

（1.55-1.94）であり、女性で 1.66（1.49-1.85）



  

 

と高かった。一方、虚血性心疾患と脳卒中に対

して異なる関連性を示した危険因子は喫煙と糖

尿病であった。喫煙は、虚血性心疾患死亡のハ

ザード比は、男性 1.95（1.58-2.39）であり、女

性 2.45（1.89-3.18）とより関連が強いことに対

して、脳卒中死亡のハザード比は男性で 1.23

（1.07-1.42）であり、女性で 1.35（1.08-1.68）

であった。また、糖尿病では、虚血性心疾患死亡

のハザード比は、男性で 1.49（1.19-1.88）であ

り、女性で 2.08（1.58-2.75）、脳卒中死亡のハ

ザード比は男性で 1.09（0.90-1.33）であり、女

性で 1.39（1.13-1.71）、男性に比べて女性で関

連が強かった。現在喫煙については、男女とも、

虚血性心疾患は、脳卒中により関連が強かった。

糖尿病については、虚血性心疾患は、脳卒中に

より関連が強かった。人口寄与危険割合は、虚

血性心疾患については、男性の喫煙、女性の高

血圧の人口寄与危険割合が最も高かった。一方、

脳卒中については、男女ともに高血圧の人口寄

与危険割合が最も高かった。 

結論：JACC 研究において、高血圧が虚血性心

疾患と脳卒中の両者に共通した危険因子であり、

かつ公衆衛生学的対策の有用性が大きいことが

明らかにした。一方、喫煙や糖尿病は脳卒中に

比べ、虚血性心疾患との関連がやや強い傾向に

あり、人口寄与危険割合も性別によって異なる

ことを明らかにした。 

D.（倫理面への配慮） 

JACC 研究の開始当時はまだ観察型の疫学研

究参加に際して説明・同意手順を経ることは稀

であったが、原則として、調査票の表紙に「調査

への協力のお願い」として研究の説明をし、対

象者に署名を依頼した。ただし、一部の地区で

は、地域の代表者への説明と了解の返事をもっ

て、研究を実施した。死亡情報は、1～2 年ごと

に総務省に人口動態統計資料の目的外利用申請

を行い、死亡小票をベースに 死亡年月日、死因

を把握していた。対象地区からの転出は各施設

で市町村と協力して調査した。全ての情報は氏

名や住所など個人を特定できる情報を外し、個

別 ID を付与して解析担当事務局に送付された

ため、個人情報は担当する施設内に留まった。

このコホート研究全体については、2000 年に名

古屋大学医学部倫理審査委員会で倫理審査を受

け、承認を得た。また、2003 年に筑波大学、2008

年に大阪大学の倫理審査委員会で倫理審査を受

け、承認を得ている。 

E. 知的財産権の出願・登録状況 
1．特許取得 なし 

2．実用新案登録 なし 

3．その他 なし 
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平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 

生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模
コホート統合研究（ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 

 

8．大崎国保コホート研究および大崎コホート 2006 研究の進捗状況 

 

研究分担者   辻 一郎  東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・教授 

研究協力者   丹治史也  東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・博士課程 

 

研究要旨 

 大崎国保コホートは、宮城県大崎市において 1994 年に開始され、住民の生活習慣が疾患リスク

と医療費に及ぼす影響を評価することを目的としたコホートである。また、大崎コホート 2006 は、

2006 年より同じ地域で実施されたコホートであり、65 歳以上の高齢者の生活習慣と要介護状態と

なるリスクが関連するかどうか明らかにすることを目的としている。これら２つのコホートのデー

タを用いて、地域の健康増進計画や高齢者保健福祉計画に貢献しつつ、生活習慣に関する疫学エビ

デンスを世界に向けて発信してきた。本年度は、大崎コホート 2006 のデータを用いて、残存歯数が

少なくても口腔ケアを行っている高齢者では要介護発生リスクが上昇しないことを報告した。また、ミ

カン類摂取頻度が高い高齢者ほど認知症の発生リスクが低い傾向にあることも報告した。今後も両

コホートは、循環器疾患のリスク評価ツールの開発を進める共同研究に参画しながら、独自のエビデン

スを発信していく構えである。 

Ａ.研究目的 

大崎国保コホート研究は、1994 年に開始され、

宮城県大崎保健所の管轄する１市１４町内に居

住する 40-79 歳の国民健康保険加入者を対象と

し、様々な生活習慣や健康診査などの地域保健

サービスが住民の疾患リスクと医療費に及ぼす

影響を評価する事を目的としたコホートである。 

 また、大崎コホート 2006 研究は、宮城県大崎

市に居住する 40 歳以上の住民全員を対象とし

て 2006 年に開始され、我が国における生活習

慣の現状や地域間の健康格差、65 歳以上の高齢

者における介護保険給付の実態を明らかにする

事を目的としたコホートである。 

 本稿では今年度の両コホートの追跡進捗状況、

および本年度発表した成果について報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

１）大崎国保コホート研究のデザイン 

大崎国保コホート研究は、宮城県の大崎保健

所の管轄する１市 14 町内に居住する 40 歳から

79 歳の国民健康保険加入者全員約５万名を対

象とした。 

ベースライン調査を 1994 年 9 月から 12 月に

かけて実施し、性・年齢・身長・体重などの基本

的情報、病気の既往歴と家族歴、運動習慣・喫煙

習慣・飲酒習慣・食事などの生活習慣、婚姻状

況・学歴などの社会的な状況に関する情報を自

記式アンケートによって入手した。調査は訓練

を受けた調査員が対象者宅を訪問して協力を依

頼し、同意が得られた者について数日後に調査

員が再度訪問して調査票を回収した。対象者

54,966 名に対し、有効回答者数は 52,028 名 



  

 

(95％) であった。 

 対象者の追跡は 1995 年１月から開始された。

まず、国民健康保険の「喪失異動データ」とのレ

コードリンケージ、および死亡小票の閲覧によ

り、対象者の死亡、転出による異動、死因に関す

る情報が得られた。また、がん罹患データは、宮

城県がん登録とリンケージすることにより得ら

れた。加えて、2008 年 3 月 31 日までの国民健

康保険レセプト決定額（医療費情報）および受

診日数が、外来・入院別に追跡された。 

２）大崎コホート 2006 研究のデザイン 

 大崎コホート 2006 研究における対象者は、

2006 年 9 月 1 日時点で宮城県大崎市の住民基

本台帳に登録され、かつ 2006 年 12 月 1 日時点

で 40 歳以上であった約８万人であった。 

ベースライン調査は 2006 年 12 月 1 日から

12 月 15 日にかけて実施され、既往歴、最近１

年間の健康状態、喫煙習慣・飲酒習慣・食事など

の生活習慣、身体状況、健康、運動、こころの元

気さ、ソーシャルサポート、地域における活動、

歯の状態、基本チェックリスト（65 歳以上）な

どの情報が自記式アンケートによって得られた。

調査票は各行政区ごとに区長が各戸に配布し、

郵便により回収した。対象者 78,101 名に対し、

有効回答者数は 49,855 名 (65％) であった。 

対象者の死亡、転出による異動に関する情報

は、住民基本台帳の閲覧によって得られた。65

歳以上の対象者の介護保険利用状況は、介護保

険受給情報を閲覧することで得られた。 

３）倫理面への配慮 

 本研究は東北大学医学部倫理委員会の承認の

もとに行われてきた。 

 

Ｃ．研究結果 

１）本年度の発表成果 

本年度に論文として公表した知見について以

下に記述する。詳細は章末の公表論文要約およ

び原著論文を参照されたい。 

①残存歯数および口腔ケアが高齢者の要介護リ

スクに与える影響について（公表論文要約１） 

 大崎市民健康調査では、調査開始時点で 65 歳

以上であった住民 31,694 名を対象にアンケー

ト調査を実施し、23,091 名から有効回答を得て

いる。本研究ではこのうち、要介護認定の情報

提供に非同意の者、ベースライン時に要介護認

定を受けていた者、歯科保健に関する質問項目

に回答が無かった者等を除いた 12,370 名を解

析対象とした。要介護発生の定義は、新たに要

介護認定を受けた者（要支援１以上）とした。こ

の結果、追跡期間 5.7 年の間に、計 2,329 名の

要介護発生がみられた。口腔ケアの状況につい

ては、一日 2 回以上歯をみがく者、１年以内に

歯科通院がある者、入れ歯を使用している者を

それぞれ「口腔ケアあり」と定義した。残存歯

数・口腔ケアの状況に関するカテゴリーは、「20

本以上」、「10～19 本かつ口腔ケアなし」、「10～

19 本かつ口腔ケアあり」、「0～9 本かつ口腔ケ

アなし」、「0～9 本かつ口腔ケアあり」の５群に

分類し、「20 本以上」群を基準とした要介護発生

リスクを推定した。その結果、残存歯数が少な

くても口腔ケア（特に歯みがき）を行っている

人では要介護発生リスクが上昇しないことが示

された。 

 

②ミカン類摂取頻度と認知症発生リスクとの関

連（公表論文要約２） 

大崎市民健康調査では、調査開始時点で 65 歳

以上であった住民 31,694 名を対象にアンケー

ト調査を実施し、23,091 名から有効回答を得て

いる。本研究ではこのうち、要介護認定の情報

提供に非同意の者、ベースライン時に要介護認

定を受けていた者、ミカン類摂取頻度のデータ

に欠損があった者等を除いた 13,373 名を解析

対象とした。認知症の定義は、要介護認定を受

けた者で、かつ主治医意見書における「認知症

高齢者の日常生活自立度」がⅡ以上の者とした。



  

 

追跡期間 5.7 年の間に、計 1,143 名の認知症発

生がみられた。ミカン類の摂取頻度を「2 回以下

/週」、「3-4 回/週」、「ほぼ毎日」の３群とし、「2

回以下/週」を基準とした各群の認知症発生リス

クを推定した。その結果、ミカン類の摂取頻度

が高いほど認知症の発生リスクが低い傾向にあ

った。 

 

２）本年度の進捗 

 大崎国保コホートの対象者に対して、死亡・異

動の情報を 2010 年 3 月まで、医療費・死因・が

ん罹患の情報を2008年3月まで追跡をしている。 

大崎コホート 2006 研究の参加者に対して、本

年度、死亡・異動に関する情報および要介護認定

に関する情報を 2016 年 11 月まで、死因の情報を

2014 年 3 月まで、がん罹患の情報を 2010 年 12

月まで追跡できた。 

 

Ｄ．Ｅ．考察および結論  

 大崎コホート 2006 のデータを用いて、残存歯

数が少なくても口腔ケア（特に歯みがき）を行

っている人では要介護発生リスクが上昇しない

ことが示された。また、ミカン類の摂取頻度が高

いほど認知症の発生リスクが有意に低下するこ

とが示された。このように、日本人における生活

習慣と要介護・認知症発生に関するエビデンスを

発信することができた。今後、口腔ケアやミカン

類以外の食品を曝露因子、動脈硬化性疾患や原

因別要介護認定発生リスクをアウトカムとして、

これらの関連を検討していきたい。 
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Ａ．研究目的 

非医療環境下において測定される血圧とし

て、家庭における自己測定血圧(家庭血圧)およ

び自由行動下血圧の二種がある。家庭血圧・自

由行動下血圧はその値が外来・健(検)診時に測

定されるいわゆる随時血圧値に比べすぐれた脳

心血管疾患発症予測能をもつのみならず、その

変動成分が独自に脳心血管疾患リスクと関連し

ている点においてユニークである。 

我々は、「大迫研究(The Ohasama Study）」

のデータを分析し、これらの基盤となる多種の

血圧変動の特性、およびそれらの臨床的意義に

関する知見を世界に発信してきた。日本高血圧

学会(JSH)ガイドラインのみならず、1997 年米

国合同委員会(JNC)勧告・1999 年 WHO/国際

高血圧 

学会(ISH)ガイドラインから 2014 年米国予防

医療サービス対策委員会(USPSTF)勧告に至る

国際的ガイドライン、またいくつかの諸外国の 

 

ガイドラインにおいて、家庭血圧・自由行動下

血圧の臨床的意義に関する記述の一部が大迫研

究の成果を基として提示されたことは、本邦の

疫学データが国際的ガイドラインの基盤となっ

たという点で希有なことであった。 

以下に、本コホートの概要、及び本年度に得

られた主要結果について概説する。 

 

Ｂ．研究方法 

大迫町（現・花巻市大迫町）は盛岡の南

30km に位置し、果樹栽培を主体とした兼業農

家で成り立つ、東北地方の典型的な一農村であ

り、行政的に内川目、外川目、亀ケ森、大迫の

４地区に分かれている。 

研究要旨： 

大迫（おおはさま）コホート研究は、24時間自由行動下血圧および家庭における自己測定血圧

（家庭血圧）を用いた世界初の住民ベースの疫学研究であるという特色を持ち、これまでの追跡

を通じ、「我が国発、世界初」のエビデンスを発信し続けてきた。 

 本年度は、後期高齢者では高血圧のみが脳卒中発症のリスク要因となること、高血圧有病率に

は脳心血管疾患リスク要因よりも社会要因が影響する可能性があること、身体機能制限の有無に

関わらず家庭血圧は随時血圧よりも高い脳卒中発症予測能を有すること、等を明らかにした。 

我が国の脳心血管疾患の最大のリスクである高血圧を高精度で捉えるとともに、様々な要因・

疾病に関する分析を実施している大迫研究は、今後も我が国の脳心血管疾患予防施策策定の根拠

となる有用なデータを提供していくことが期待される。 

 



  

 

大迫町の医療機関としては岩手県立大迫病院 

(現・大迫地域診療センター) が多くの一次及び

二次医療を担当し、三次医療は盛岡市・花巻市

の医療機関が担当している。 

本研究の開始時(1986 年)、大迫町の人口は約

9300 人であったが、若年者の流出、出生の減

少、高齢者の死亡により、人口は約 5200 人に

減少している。 

大迫町では、1988-1995 年（第 1 期）、1997-

2000 年(第 2 期）、2001-2004 年(第 3 期）、

2005 年-2008 年(第 4 期)、2009 年-2012 年(第

5 期) 、2013 年-2016 年(第 6 期)、2017 年- (第

7 期)の 7 期にわたり、家庭血圧測定を中心とし

た保健事業を実施している。 

大迫町は平成 18 年 1 月 1 日に花巻市と合併

したが、本事業については、合併後の新花巻市

においても「健康づくりフロンティア事業」と

して継続されている。 

(1) 血圧測定 

家庭血圧測定は 8 歳以上の全ての人口構成員

を対象に、24 時間自由行動下血圧は 20 歳以上

の全ての人口構成員を対象に行った。それぞれ

第 1 期 4236 名、第 2 期 2595 名、第 3 期

2381 名、第 4 期 1493 名、第 5 期 1170 名、第

6 期 1003 名、第 7 期 205 名 (進行中)が、家庭

血圧測定事業に、20 歳以上の対象者中第 1 期

2035 名が、24 時間自由行動下血圧測定事業に

それぞれ同意し、測定を行った。事業開始前

に、各地区の公民館において、医師・保健師に

よる 24 時間自由行動下血圧、家庭血圧測定の

意義と実際の測定のための講習会を開催した。

各世帯から必ず一人以上の参加を求め、未参加

世帯には、保健師の個別訪問による説明と指導

を行った。その後各世帯に 1 台ずつ家庭用自動

血圧計を配布した。家庭血圧は朝、起床後、1

日 1 回、排尿後、朝食前に、座位で 2 分間の安

静後に測定し、この一定の測定条件を遵守する

よう指導を行い、毎年 1 ヶ月間の血圧値の記録

及び提出を求めた。家庭血圧値または 24 時間

自由行動下血圧の平均が 135/80mmHg の者に

対しては保健師が個別に生活・栄養指導を行

い、必要に応じて医療機関受診を推奨した。以

上の過程を通じ、1988 年より現在にいたるま

で同町民に家庭血圧測定を普及させてきた。 

(2) 高齢者頭部 MRI 検診事業 

家庭血圧測定事業に参加した 55 歳以上の住

民に対し、頭部 MRI 撮影を施行した。第 1 期

446 名、第 2 期 638 名、第 3 期 552 名、第 4

期 524 名、第 5 期 471 名、第 6 期 495 名、第

7 期 107 名 (進行中) が頭部 MRI 測定事業に

それぞれ同意し、測定を行った。また本事業参

加者に対して、頚動脈超音波検査、脈波伝播速

度、Augmentation Index, 指尖容積脈波、24

時間ホルター心電図、腹囲、認知機能検査（ミ

ニメンタルテスト・反応時間）、および動脈硬

化関連血液尿生化学パラメーター（クレアチニ

ン、尿中微量アルブミン、BNP、フィブリノ

ーゲン、リポプロテイン(a)、血漿レニン活

性、高感度 CRP）・遺伝要因、等の測定も実施

している。 

(3) 糖尿病検診 

近年の糖尿病増加を考慮に入れ、第 2 期より

家庭血圧測定事業に参加した 35 歳以上の住民

に対し、75g 経口糖負荷試験(OGTT)による糖

尿病検診を開始している。第 2 期 592 名、第 3

期 307 名、第 4 期 277 名、第 5 期 288 名、第

6 期 322 名、第 7 期 71 名 (進行中)が、これま

で本事業に参加し測定を行っている。 

(4) 生活習慣調査 

第 2 期に 35 歳以上の全町民を対象に、生活

習慣全般についての詳細なアンケート調査を実

施し、4268 名より有効回答を得ている。 

(5) 追跡調査 

生命予後および脳卒中発症状況等に関する長

期的な追跡調査を継続している。 

 (倫理面への配慮) 

 本研究は、東北大学、東北医科薬科大学およ

び帝京大学倫理委員会の承認を受けて実施して

おり、情報提供者のプライバシーの保護には厳

重な注意を払っている。 

 

 



  

 

Ｃ．研究結果 

以下に、本コホートから本年度に得られた主

要結果を箇条書きにて記す(詳細は、添付の公

表論文要約を参照のこと)。 
1. 60 歳以上の高齢者全体では高血圧、糖尿

病、心疾患既往、飲酒、および低学歴が脳卒中

発症のリスク要因であったが、75 歳以上の後

期高齢者では高血圧のみがリスク要因であった 

(公表論文 1)。 

2. 3 大陸 10 ヶ国集団における検討から、高血

圧有病率には、脳心血管疾患リスク要因より

も、社会要因が影響していることが示唆された

(公表論文 2)。 

3. 身体機能制限の有無に関わらず家庭血圧は

随時血圧よりも高い脳卒中発症予測能を有して

いた(公表論文 3)。 

 

Ｄ．Ｅ．考察および結論 

大迫研究では、24 時間自由行動下血圧・家

庭血圧を中心に数多くのエビデンスを報告して

きたが、高齢者の諸問題や広範囲の脳心血管疾

患危険因子に対応するための疫学研究としてそ

の幅を拡大しつつある。高血圧を高精度で捉え

るとともに、様々な要因・疾病に関する分析を

実施している大迫研究は、今後も我が国の脳心

血管疾患予防施策策定の根拠となる有用なデー

タを提供していくことが期待される。 
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なし 
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J Atheroscler Thromb. 2017;24:290-300. 
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10．富山職域コホート研究 

 

研究分担者   中川秀昭（金沢医科大学 総合医学研究所） 

研究協力者   櫻井 勝（金沢医科大学医学部 衛生学） 

森河裕子（金沢医科大学 看護学部） 

石﨑昌夫（金沢医科大学医学部 衛生学） 

 

研究要旨 

富山職域コホートは、富山県にある企業の従業員を追跡する職域コホートである。就労中の男女、

特に地域ではコホート設定が困難な働き盛りの中高年男性における循環器疾患発症リスクの評価

や、リスクと就業状態の関連等の検討を行っている。2017 年には、労働者集団での体組成と運動習

慣の関連を検討し、運動習慣が加齢に伴う骨格筋量の減少、体脂肪率の増加を予防していることが

示された。 

Ａ.目的 

富山職域コホートは、富山県にある企業の従

業員を追跡する職域コホートである。就労中の

男女、特に地域ではコホート設定が困難な働き

盛りの中高年男性における循環器疾患のリスク

の評価や、リスクと就業状態の関連等の検討を

行っている。 

 

Ｂ．研究方法 

１．コホートの概要 

 富山県にあるアルミ製品製造業企業の黒部事

業所及び滑川事業所従業員を対象としたコホー

トである。1980 年以降、研究者が産業医として

従業員の健康管理を 35 年以上にわたり行って

いる。コホート規模は約 8,000 人で、男女比は

約 2 対 1 である。 

 本コホートは職域コホートであるため、従業

員全体が毎年ほぼ 100％の受診率で健診を受診

しており、各種検査値の高い率での経年追跡が

可能である。また現業系従業員では転勤が少な

く、また、途中退職も比較的少ないため長期の

追跡が可能である。 

 1980 年以降、折に触れて、栄養調査や睡眠調

査などの質問調査や、インスリンや高感度 CRP、

骨格筋量などの体組成測定など、各種追加検査

がなされており、各種の要因とその後の疾患発

症との関連についての検討が可能である。 

 本コホート研究グループは本事業所での産業

医活動を通して詳細なエンドポイント発生の把

握を実施している。すなわち、在職中の脳卒中、

虚血性心疾患、悪性新生物、精神疾患等の発症

および死亡の把握、健診データ追跡による在職

中の高血圧、糖尿病、高脂血症等の発症の把握

である。また、一般に職域コホートでは定年退

職後の疾患発症の追跡が困難であるが、本コホ

ートでは 1990 年以降退職者について郵送によ

る退職後健康調査を実施し、生活習慣病の治療

状況、脳血管疾患・心疾患の発症および死亡を

追跡している。2017 年には、例年のイベント発

症確認に追加して退職後の健康意識や健康行動



  

 

についてのアンケート調査を実施した。同調査の

回収作業を行い、調査対象者 3,394 名に対して

2,219 名の調査票を回収し（回収率 68%）、現在、

結果の入力作業中である。 

 

C．研究結果 

研究の成果 

運動習慣と骨格筋量・体脂肪量の関連における

年齢の影響（第 53 回日本循環器病予防学会学術

集会，京都，2017.6) 

 

背景 

肥満，特にメタボリックシンドロームの病態

の中心的役割をはたす内臓脂肪肥満は、糖尿病

や循環器疾患の危険因子として着目され、これ

らを評価する身体計測の指標として BMI や腹

囲が用いられている。しかしながら、欧米諸国

に比較し肥満の有病率が少なく、高血圧や糖尿

病といった代謝異常が非肥満者でも高率に合併

しやすい日本人にとって、過体重（BMI）や腹

部肥満（腹囲）で判定される肥満だけでは、現在

や将来の代謝異常や循環器疾患を予知するには

不十分である。 

脂肪組織と同様に、代謝面で中心的な役割を

有する器官として筋肉がある。筋肉は基礎代謝

や身体活動にともなうエネルギー代謝に重要な

役割を果たしている。また、骨格筋量は身体能

力の一つの指標であり、加齢に伴う生理的なも

のであれ、病的なものであれ、骨格筋量の減少

は｢サルコペニア｣として老年期の身体能力の低

下、生活の質に大きく影響する要因として注目

されている。 

今回、幅広い年齢層を含む職域集団を対象に、

体脂肪量、骨格筋量の計測を行い、年齢と骨格

筋量、体脂肪量との関連、およびその運動習慣

の及ぼす影響を検討した。 

 

対象と方法 

北陸の某製造業事業所において 2015 年に職

場の集団検診を受診した 35歳以上の男女 1,385

名（男性 789 名、女性 596 名）に対して、健康

診断と同会場において、インピーダンス法体成

分分析装置 InBody430 (株式会社バイオスペー

ス、東京)を用いて、身体組成（全身の体脂肪量，

骨格筋量）の計測を行った。また、問診で運動習

慣の有無を評価し、年齢階級別に運動習慣の有

無と体組成との関連を比較した。運動習慣の有

無の 2 群で、共分散分析を用いて、身長および

年齢で調整した体組成の指標の平均値を比較し

た。 

 

結果 

対象者の Body mass index(BMI, kg/m2)、ウ

エスト周囲径（cm）、体脂肪率（%）、骨格筋量

（kg）の平均値は、男性では 35-44歳 23.5、82.7、

20.8、31.1、45-54 歳 24.0，84.5、22.1、30.6、

54 歳以上 23.8、84.1、23.1、28.6 であった。年

齢が高いものほど、体脂肪量の有意に多く、骨

格筋量は少なかった（ともに p<0.001）。一方，

女性では 35-44 歳 21.9、77.5、27.7、21.7、45-

54 歳 22.9，80.0、28.8、21.7、54 歳以上 22.4、

80.3、29.8、20.1 であった。年齢が高いものほ

ど、ウエスト周囲径、体脂肪量は有意に多く、骨

格筋量は少なかった（各々p=0.009、<0.001、

<0.001）。 

次に、性・年齢階級別に、運動習慣の有無と体

脂肪量、骨格筋量の関連を検討した（表 1）。男

性では、35-44 歳、45-54 歳の群では、運動習慣

の有無で、BMI、ウエスト周囲径、体脂肪率、

骨格筋量に有意な差は認めなかった。55 歳以上

では、運動習慣の有無で BMI やウエスト周囲径

は有意な差は認めなかったが、運動習慣のない

ものと比較して運動習慣のある者では、体脂肪

率が有意に少なく（p<0.01）、骨格筋量が有意に

多かった（p<0.05）。一方、女性では、35-44 歳

で運動習慣のある者で骨格筋量が有意に多く



  

 

（p<0.01）、体脂肪に差はなかった。他の年齢階

級においては、運動習慣の有無で体脂肪率や骨

格筋量に有意な差は認めなかった。 

 

考察 

今回の結果では、年齢階級間で BMI に有意な

差は認めないものの、年齢が高いものほど男性

では体脂肪率が大きく骨格筋量が少ないこと、

女性ではウエスト周囲径、体脂肪率が大きく、

骨格筋量が少ないことが明らかになった。この

ことは、加齢に伴い骨格筋量の減少や体脂肪率

の増加など、体組成が変化していることを示す

とともに、これらの体組成の変化は、ふだん肥

満の指標として用いている体重や BMI には反

映されないことが確認された。加齢に伴う骨格

筋量の低下は、運動能力低下による介護導入の

ハイリスク者であるサルコペニア・フレイルの

病態として重要と考えられている。さらには、

体脂肪率の増加は代謝への影響からメタボリッ

クシンドロームの病態を形成するのみならず、

骨格筋減少も糖代謝やインスリン感受性等を介

して代謝異常と関連することが考えられ、実際

に肥満に骨格筋量の減少を合併した「サルコペ

ニア肥満」では、骨格筋量の維持された肥満者

と比較して、循環器疾患発症や総死亡のリスク

が高いことが報告されている（Atkins JL, et al. 

J Am Geriatr Soc, 2014）。このように、加齢に

伴う体組成の変化は循環器疾患や運動器疾患の

ハイリスク群を同定するのに重要と思われるも

のの、今回の結果からは、ふだん肥満の指標と

して用いる体重や BMI では体組成の変化を評

価することができないことがわかり、加齢に伴

う骨格筋量や体脂肪率の変化を評価するにあた

っては体組成計の活用が有用であることが確認

された。 

運動習慣の有無で骨格筋量や体脂肪率の違い

を確認したところ、男性では、55 歳未満の者で

は運動習慣の有無で骨格筋量や体脂肪率に有意

な差はなく、55 歳以上のものでは、運動習慣の

ある者の方が有意に体脂肪率は低く、骨格筋量

は多かった。すなわち、加齢に伴う骨格筋減少

や体脂肪増加を運動は防いでいると考えられた。

体組成や身体能力の変化を考えると、年齢の高

いものほど個人差が顕著となりやすい。このた

め、比較的若いものでは運動習慣の有無で骨格

筋量や体脂肪量に差は出にくいものの、年齢が

高いものでは生活習慣の違いによる体組成の違

いがより顕著となる可能性、すなわち運動習慣

のないものの方が加齢に伴い骨格筋量は減少し

やすく、体脂肪率は増加しやすいことが考えら

れた。また、今回は「運動やスポーツ」で日常の

身体活動量を評価したが、今回は職域を対象と

した研究であり、特に若いものの中では「運動

習慣」のないものでも、就労に関連した身体活

動量が多いものも含まれている可能性もあるか

もしれない。 

 

結語 

体脂肪率や骨格筋量の評価は、BMI では確認

できない加齢に伴う体組成の変化を評価するた

めに有用な方法であった。運動習慣の有無によ

る体脂肪率や骨格筋量の違いは、男性では年齢

の高いものの方で差が顕著であり、運動習慣が

加齢による体組成の変化を予防している可能性

が考えられた。 

 

Ｄ．まとめ  

 富山職域コホートでは、今後も生活習慣や職

業因子などと代謝異常や循環器疾患の発症との

関連を横断研究や縦断研究によって検討し、そ

の研究の成果を発表していきたい。 

 

E．健康危機情報 

 なし 

 

F．研究発表 



  

 

論文発表 

1. Sakurai M, Yoshita K, Nakamura K, Miura K, 

Takamura T, Nagasawa S-Y, Morikawa Y, Kido 

T, Naruse Y, Nogawa K, Suwazono Y, Sasaki S, 

Ishizaki M, Nakagawa H. Skipping breakfast 

and 5-year changes in body mass index and 

waist circumference in Japanese men and 

women. Obes Sci Pract 3(2) :162-170, 2017. 

 

 

 

学会発表 

1. 櫻井 勝，森河裕子，石崎昌夫，能川和浩，諏

訪園靖，城戸照彦，成瀬優知，中川秀昭．運動習

慣と骨格筋量・体脂肪量の関連における年齢の影

響．第 53 回日本循環器病予防学会学術集会，京

都，2017 年． 

 

 

G．知的所有権の取得状況 

 なし 

 

表 1．年齢階級別にみた運動習慣の有無による体組成分布の違い 

 
共分散分析を用い、年齢及び身長で調整した平均値を比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

年齢 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 p
男性 Body mass index (kg/m2) 35-44歳 23.4 0.2 23.7 0.3 0.403

45-54歳 23.8 0.3 24.7 0.5 0.140
55歳以上 23.9 0.3 23.6 0.5 0.611

ウエスト周囲径 (cm) 35-44歳 82.7 0.6 82.7 0.8 0.985
45-54歳 84.0 0.8 86.2 1.4 0.184
55歳以上 84.6 0.7 82.6 1.2 0.133

体脂肪率 (%) 35-44歳 20.8 0.4 20.7 0.6 0.904
45-54歳 21.8 0.6 23.1 1.0 0.245
55歳以上 23.8 0.5 21.3 0.8 0.008

骨格筋量 (kg) 35-44歳 30.9 0.2 31.5 0.3 0.090
45-54歳 30.4 0.2 31.1 0.4 0.171
55歳以上 28.4 0.2 29.3 0.4 0.046

女性 Body mass index (kg/m2) 35-44歳 21.7 0.3 22.3 0.5 0.364
45-54歳 22.9 0.3 22.6 0.6 0.637
55歳以上 22.4 0.3 22.3 0.6 0.809

ウエスト周囲径 (cm) 35-44歳 77.3 0.8 78.1 1.3 0.610
45-54歳 80.2 0.8 79.4 1.6 0.645
55歳以上 80.2 0.9 80.6 1.6 0.842

体脂肪率 (%) 35-44歳 28.0 0.6 26.9 0.9 0.322
45-54歳 29.0 0.6 28.1 1.1 0.471
55歳以上 30.2 0.7 28.3 1.2 0.163

骨格筋量 (kg) 35-44歳 21.4 0.2 22.4 0.3 0.004
45-54歳 21.7 0.2 21.8 0.3 0.663
55歳以上 20.0 0.2 20.5 0.3 0.211

運動習慣なし 運動習慣あり



  

 

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コ
ホート統合研究（ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 
 

11．岩手県北地域コホート研究 

 

研究分担者 坂田 清美 所属 岩手医科大学衛生学公衆衛生学講座 

研究協力者 丹野 高三 所属 岩手医科大学衛生学公衆衛生学講座 

 

研究要旨 

【目的】岩手県北地域コホート研究（県北コホート研究）は循環器疾患の危険因子を明らかにするこ

とを目的とした前向きコホート研究である。本稿では本コホート研究の平成 29 年度の進捗状況を報

告する。 

【方法】県北コホート研究は市町村の健診受診者 26,469 人を対象として、平成 14 年から平成 16 年

度に登録調査を実施した。登録調査直後から、死亡、循環器疾患（脳卒中、心筋梗塞、心不全、突然

死）、要介護認定をエンドポイントとして追跡調査を現在まで実施してきた。平成 29 年度は宮古市

と二戸氏で住民異動調査を実施し、平成 26 年 12 月末まで解析用データを更新した。更新したデー

タを用いて、男女別、年齢別に死亡率（1000 人年対）、脳卒中（脳梗塞、脳内出血、クモ膜下出血）

罹患率（1000 人年対）、心疾患（心筋梗塞、心不全）罹患率（1000 人年対）、介護認定（要支援・要

介護、要介護 1 以上）発生率（1000 人年対）を計算した。 

【結果】男性 9161 人、女性 17308 人、総観察人年は 276979 人年、平均観察期間は 10.5 年であっ

た。観察期間中に、男性では、死亡（死亡率）は 1884 人（20.2）、全脳卒中罹患（罹患率）は 741

人（8.2）、病型別には脳梗塞 528 人（5.8）、脳内出血 181 人（2.0）、クモ膜下出血 24 人（0.3）であ

った。心筋梗塞及び心不全罹患（罹患率）はそれぞれ 123 人（1.3）、162 人（1.7）であった。介護

認定（認定発生率）は要支援・要介護 1725 人（19.6）、要介護 1 以上 1223 人（13.9）であった。女

性では、死亡（死亡率）は 1431 人（7.8）、全脳卒中罹患（罹患率）は 828 人（4.6）、病型別には脳

梗塞 459 人（2.5）、脳内出血 244 人（2.5）、クモ膜下出血 118 人（0.7）であった。心筋梗塞及び心

不全罹患（罹患率）はそれぞれ 63 人（0.3）、149 人（0.8）であった。介護認定（認定発生率）は要

支援・要介護 2881 人（16.7）、要介護 1 以上 1534 人（8.9）であった。 

【考察】平成 29 年度は宮古市および二戸市の住民異動調査を実施し、かつ解析データを平成 26 年

12 月 31 日まで更新した。更新したデータを用いて、観察期間平均 10.5 年の死亡率、脳卒中罹患率、

心疾患罹患率、介護認定発生率を男女別、年齢別に示した。 

今後、更新された解析データを用いて、本研究参加者の脳卒中や心疾患の発症、介護認定発生、死亡

リスクとその要因解析を実施する予定である。 

 

A. 研究目的 

 岩手県北地域コホート研究（以下、「県北コホ

ート研究」と略す）は、健診受診者を対象として

循環器疾患ならびに要介護状態の危険因子を明



  

 

らかにすることを目的とした前向きコホート研

究である。本稿では県北コホート研究の平成 29

年度の進捗状況を報告する。 

 

B. 研究方法 

1. 岩手県北地域コホート研究 

 岩手県北地域コホート研究（県北コホート研究）

は、循環器疾患ならびに要介護状態（身体機能障

害および認知機能障害）の危険因子を明らかにし、

地域の循環器疾患予防対策ならびに介護予防対

策に資することを目的として、平成 14 年度から

開始された地域ベースの前向きコホート研究で

ある。 

 県北コホート研究は岩手県北部・沿岸の 3 医療

圏（二戸、宮古ならびに久慈）を研究対象地域（図

１）とし、対象者は同地域住民のうち市町村が実

施する基本健康診査の受診者とした。登録調査は

健診実施に合わせて行われた。調査には生活習慣

問診、身体計測、血圧測定、血液・尿検査等を含

み、さらに新規の循環器疾患予測マーカーとして

高感度CRP（high-sensitivity C-reactive protein）、

BNP（B-type natriuretic peptide）および尿中微

量アルブミンを測定した。また簡易型自記式食事

歴法質問票（brief-type self-administered diet 

history questionnaire, BDHQ）を用いて栄養摂取

状況を調査した。 

 健診参加者の総数は 31,318 人で、このうち

26,472 人が県北コホート研究への参加に同意し

た（同意率 84.5％）。26,472 人のうち、重複 2 人、

対象地域以外の住民 1 人を除く 26,469 人を追跡

対象者とし、登録調査直後から死亡、脳卒中罹患、

心疾患罹患（心筋梗塞、心不全、突然死）および

要介護認定をエンドポイントとして追跡調査を

実施している。現在、平成 21 年 10 月までの追跡

調査が終了し、平均 5.6 年のデータを用いて解析

を行っている。県北コホート研究の詳細について

は既に公表されている論文を参照されたい[1-4]。 

 

2. 生死情報確認のための住民異動調査 

 県北コホート研究では、研究参加者の生死情

報を以下に示す方法で確認している。 

 ①本研究を研究参加市町村との共同研究とし

て位置づけ、情報提供に係る覚書（あるいは契

約書）を締結した。また住民基本台帳法に則っ

て、各市町村に住民基本台帳閲覧申請を行い、

承認が得られた後に住民異動調査を実施した。 

 ②研究者が毎年ないし隔年で各市町村を訪問

し、住民基本台帳を閲覧し、各市町村における

研究参加者の在籍状況を確認した。研究参加者

名簿と住民基本台帳との間で氏名、性、生年月

日、住所が一致した場合、その個人が住民基本

台帳作成時点まで当該市町村に在籍し、生存し

ていると判断した。 

 ③住民基本台帳閲覧によって在籍・生存確認

できなかった研究参加者については、死亡の有

無、転出の有無を確認するために住民票（除票）

を請求した。 

 平成 29 年度は、宮古市及び二戸市で住民異動

調査を実施した。 

3. 介護認定情報の収集 

 ①介護認定情報の収集は、岩手県環境保健研究

センターが本研究と広域行政ないし対象市町村

と介護認定情報収集に係る覚書（あるいは契約書）

を締結して実施した。 

 ②広域行政ないしは対象市町村の職員が立ち

合いのもと、県北コホート研究データと介護認定

データを、氏名（かな氏名）、性、生年月日および

住所を照合キーとして電子的に突合を行い合致

した場合、要介護認定を受けた者とした。 

 ③収集した情報は、認定履歴番号、認定年月日、

認定結果、一次判定結果および認定調査項目の各

結果である。 

 

4．統計解析 

 観察期間はベースライン調査時点から各エン

ドポイントが発生した時点までとした。すなわち、



  

 

対象地域外への転出は転出日まで、死亡は死亡日

まで、脳卒中（脳梗塞、脳内出血、クモ膜下出血）、

心疾患（心筋梗塞、心不全）はそれぞれの発症日

まで、介護認定は最初に認定を受けた日までとし、

イベント発生がない場合は平成 26 年 12 月 31 日

までで観察打ち切りとした。 

 今回の報告では、男女別に年齢区分（39 歳未満、

40-44 歳、45-49 歳、50-54 歳、55-59 歳、60-64

歳、65-69 歳、70-74 歳、75-79 歳、80-84 歳、85

歳以上）別に、死亡率、脳卒中（脳梗塞、脳内出

血、クモ膜下出血）、心疾患（心筋梗塞、心不全）

の各罹患率、介護認定（要支援・要介護、要介護

1 以上）の認定率を計算した。 

 

5. 倫理的配慮 

 本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会の承

認を得て実施している。研究参加者全員からは登

録調査時に研究への参加と行政機関ないし医療

機関での追跡調査について包括的な同意を文書

で得た。収集されたデータは岩手医科大学医学部

衛生学公衆衛生学講座内の電子施錠されたデー

タ管理室にあるネットワーク接続のないコンピ

ュータに保管されている。解析には匿名化された

データのみを使用し、集団の集計データのみを公

表する。 

 

C. 研究結果 

 男性 9161 人、女性 17308 人、総観察人年は

276979人年、平均観察期間は10.5年であった。

観察期間中に、男性では、死亡（粗死亡率）は

1884 人（20.2/1000 人年）、全脳卒中罹患（罹患

率）は 741 人（8.2／1000 人年）、病型別には脳

梗塞 528 人（5.8／1000 人年）、脳内出血 181 人

（2.0／1000 人年）、クモ膜下出血 24 人（0.3／

1000 人年）であった。心筋梗塞及び心不全罹患

（罹患率）はそれぞれ123人（1.3／1000人年）、

162 人（1.7／1000 人年）であった。介護認定

（認定発生率）は要支援・要介護 1725 人（19.6

／1000 人年）、要介護 1 以上 1223 人（13.9／

1000 人年）であった。 

 一方、女性では、死亡（粗死亡率）は 1431 人

（7.8/1000 人年）、全脳卒中罹患（罹患率）は 828

人（4.6／1000 人年）、病型別には脳梗塞 459 人

（2.5／1000 人年）、脳内出血 244 人（2.5／1000

人年）、クモ膜下出血 118 人（0.7／1000 人年）

であった。心筋梗塞及び心不全罹患（罹患率）は

それぞれ 63 人（0.3／1000 人年）、149 人（0.8

／1000 人年）であった。介護認定（認定発生率）

は要支援・要介護 2881 人（16.7／1000 人年）、

要介護 1 以上 1534 人（8.9／1000 人年）であっ

た。 

 表１と表 2 に年齢別の各イベント発生率を示

す。いずれも年齢が高くなるほど発生率が高か

った。 

 

E. 結論 

 平成 29 年度は宮古市および二戸市の住民異

動調査を実施し、かつ解析データを平成 26 年

12 月 31 日まで更新した。更新したデータを用

いて、観察期間平均 10.5 年の死亡率、脳卒中罹

患率、心疾患罹患率、介護認定発生率を男女別、

年齢別に示した。 

今後、更新された解析データを用いて、本研

究参加者の脳卒中や心疾患の発症、介護認定発

生、死亡リスクとその要因解析を実施する予定

である。 
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図 1 岩手県北部・沿岸の 3 保健医療圏（二

戸、宮古、久慈）を研究対象地域とした。図で

は灰色で示した地域 

 

 

 

 

 



  

 

 
 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コホート
統合研究（ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 

 
12．大阪、秋田コホート研究 

 
分担研究者 木山昌彦 大阪がん循環器病予防センター副所長兼循環器病予防健診部長 

 
研究要旨 
本研究では大阪と秋田の地域住民を対象に、1998～2001 年（I 期）、2002～2005 年（II 期）、2006

～2009 年（III 期）、2010～2013 年（IV 期）、2014～2017 年（V 期）における循環器疾患危険因子つ
いて、地域別、年齢層別（40-64 歳、65-74 歳）に集計した。危険因子として、肥満症、高血圧症、脂
質異常症、糖尿病、慢性腎臓病、多量飲酒、現在喫煙を検討した。 
その結果、脂質異常症と高血圧症の有病率は大阪の 40-64 歳の女性を除いて減少はしていないもの

の、収縮期血圧、血清脂質の平均値は横ばいないしは改善を認めた。一方で、糖尿病の有病率が大阪の
40-64 歳を除いたすべての層でおよそ 2 倍以上に増加していた。多量飲酒と現在喫煙はほぼ全ての層で
減少傾向にあったが、大阪の男性における多量飲酒および秋田の 40-64 歳女性における現在喫煙は増加
傾向であった。 

Ａ．研究目的 
大阪・秋田コホート研究は、1963 年に大阪

府立成人病センター集団検診第 1部（後の大阪
府立健康科学センター、現大阪がん循環器病予
防センター循環器病予防部門）が開始し、50
年以上経過した現在も継続中の循環器疾患の疫
学研究である。現在は大阪がん循環器病予防セ
ンター、大阪大学、筑波大学、愛媛大学等の研
究機関が協働で、精度管理された各種検査、生
活習慣に関する調査、脳血管疾患・虚血性心疾
患などの発症調査を継続して行い、質の高いデ
ータに基づく疫学研究を実施している。 
今年度は、循環器疾患の個人リスクおよび集

団のリスク評価ツールの開発に当って、予測因
子である、肥満症、高血圧症、脂質異常症、糖
尿病、慢性腎臓病、飲酒・喫煙等を地域・性・
年代別に集計し、各集団におけるこれら危険因
子の時代変化について検討を行った。 

 
Ｂ．研究方法 
１．研究対象者 
対象者は大阪府八尾市南高安地区と秋田県井

川町の住民のうち、1998～2001 年（I 期）、
2002～2005 年（II 期）、2006～2009 年（III
期）、2010～2013 年（IV 期）、2014～2017 年
（V 期）に、循環器健診を受診した 40～74 歳
男女とした。なお、各期間中に循環器健診を複
数回受診している場合、最後に受診した年度の
健診データを利用した。 
さらに以下に示した循環器疾患危険因子、身

長、体重、収縮期血圧、拡張期血圧、血清総コ
レステロール、血清 HDL コレステロール、中
性脂肪、HbA1c（NGSP 値）、飲酒、喫煙のい

ずれかに欠損がみられた健診データは除外とし
た。 

 
２．循環器疾患危険因子の評価 

循環器疾患危険因子として、body mass 
index（BMI）、収縮期血圧、拡張期血圧、血清
総コレステロール、血清 HDL コレステロー
ル、中性脂肪、non-HDL コレステロール、
HbA1c、クレアチニンの平均値と標準偏差を各
層別に集計した。さらに、肥満症、高血圧症、
脂質異常症、糖尿病、慢性腎臓病、多量飲酒、
現在喫煙の有病率を集計した。それぞれの判定
基準は以下の通りとした。 
 肥満症 

『Body Mass Index（BMI）：25kg/m2以
上』に該当すること。 

 高血圧症 
『収縮期血圧：135mmHg 以上』『拡張期
血圧：85mmHg 以上』『現在高血圧症で治
療中と回答』のいずれかに該当すること。 

 現在喫煙 
『現在タバコを吸っていると回答』に該当
すること。 

 脂質異常症 
『血清総コレステロール値：220mg/dL 以
上（2000 年以前）』『血 LDL コレステロー
ル値：140mg/dL 以上（2001 年以降）』
『HDL コレステロール値：40mg/dL 未
満』『現在高コレステロール血症で治療中
と回答』『現在高脂血症で治療中と回答』
のいずれかに該当すること。 
（『現在高コレステロール血症で治療中』
の問診項目は 1998 年以降でのみ聴取） 



  

 

 糖尿病 
『HbA1c：6.5%以上』『食後 10 時間以上
経過時の血糖値：126mg/dL 以上』『食後
10 時間未満経過時の血糖値：200mg/dL 以
上』『糖尿病で治療中と回答』のいずれか
に該当すること。 

 多量飲酒 
日本酒換算男性で 2.0 合/日以上、女性で
1.0 合/日以上飲酒しているもの。 

 慢性腎臓病 
『推算糸球体濾過量（eGFR）：60 mL/分
/1.73m2 未満』に該当すること。eGFR の
計算には以下の式を使用した。 
男性：eGFR(mL/分/1.73m2)=194×Cr-
1.094×年齢-0.287  
女性：eGFR(mL/分/1.73m2)=194×Cr-
1.094×年齢-0.287×0.739 

 
３．統計解析 
秋田 I～V 期、大阪 I～V 期において、各危

険因子の頻度と割合、および連続変数に対して
は平均値と標準偏差を、性別、年齢層別（40～
64 歳、65～74 歳）に集計した。 

 
４．倫理面への配慮 
本研究は、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」ならびに個人情報保護に関する
国のガイドラインや指針等に則ってデータ解析
を行った。また、大阪がん循環器病予防センタ
ー倫理審査委員会の承認を得ている。 

 
Ｃ．研究結果 
対象者は I 期から V 期にかけて、それぞれ男

性 1424 名、1616 名、1664 名、1403 名、
1276 名、女性は 2585 名、2738 名、2704 名、
2310 名、2130 名であった。集計結果を表 1
（大阪）と表 2（秋田）に示す。 
 
1. 肥満症 
(1) 男性、40-64 歳 
肥満症の者の割合は大阪において I 期 34.8%

から V 期 36.9%と 2.1%増加しており、秋田に
おいては 38.9%から 42.8%と 3.9%増加してい
た。大阪においては IV 期の 32.9%から 36.9%
へ 4.0%増加していた。 
(2) 男性、65-74 歳 
肥満症の者の割合は大阪において I 期 31.2%

から V 期 33.9%と 2.8%増加しており、秋田に
おいては 32.2%から 34.9%と 2.7%増加してい
た。 
(3) 女性、40-64 歳 
肥満症の者の割合は大阪において I 期 22.6%

から V 期 18.3%と 4.3%減少しており、秋田に
おいては 39.7%から 26.7%と 13.0%減少してい
た。 
(4) 女性、65-74 歳 
肥満症の者の割合は大阪において I 期 35.5%

から V 期 21.2%と 14.3%減少しており、秋田

においては 55.2%から 34.7%と 20.5%減少して
いた。 
(5) 大阪と秋田の比較 
 肥満症の者の割合は男女とも各年齢層におい
て、大阪よりも秋田で多かった。有病率の推移
は、I 期と比べて V 期において、男性では 2～
4%の微増であったのに対し、女性において 4.3
～20.5%の減少を認めた。女性における有病率
の減少の程度は大阪よりも秋田で大きかった。 
 
2. 高血圧症 
(1) 男性、40-64 歳 

高血圧症の者の割合は大阪において I 期から
V 期にかけて、46.7%から 41.8%と 4.9%減少
しており、収縮期血圧は 133.9mmHg から
130.6mmHg と 3.3mmHg 低下し、拡張期血圧
は 84.8mmHg から 85mmHg と 0.2mmHg 上
昇していた。一方、秋田において高血圧者の割
合は I 期から V 期にかけて、50.9%から 61.2%
と 10.3%増加しており、収縮期血圧は
135.4mmHg から 135.9mmHg と 0.5mmHg 上
昇し、拡張期血圧は 86.3mmHg から
87.2mmHg と 0.9mmHg 上昇していた。 
(2) 男性、65-74 歳 
 高血圧症の者の割合は大阪において I 期から
V 期にかけて、65%から 67.1%と 2.1%増加し
ており、収縮期血圧は 141.3mmHg から
136.7mmHg と 4.6mmHg 減少し、拡張期血圧
は 82.3mmHg から 82.3mmHg と変化を認めな
かった。一方、秋田において高血圧者の割合は
I 期から V 期にかけて、67.4%から 76.3%と
8.9%増加しており、収縮期血圧は 140.5mmHg
から 140.2mmHg と 0.3mmHg 低下し、拡張期
血圧は 83.2mmHg から 82.5mmHg と
0.7mmHg 低下していた。 
(3) 女性、40-64 歳 

高血圧症の者の割合は大阪において I 期から
V 期にかけて、34.3%から 25%と 9.3%減少し
ており、収縮期血圧は 128.5mmHg から
121.4mmHg と 7.1mmHg 低下し、拡張期血圧
は 79.7mmHg から 78.1mmHg と 1.6mmHg
低下していた。一方、秋田において高血圧者の
割合は I 期から V 期にかけて、47.2%から
40.5%と 6.7%減少しており、収縮期血圧は
134.6mmHg から 128.3mmHg と 6.3mmHg 低
下し、拡張期血圧は 82.3mmHg から
79.6mmHg と 2.7mmHg 低下していた。 
(4) 女性、65-74 歳 

高血圧症の者の割合は大阪において I 期から
V 期にかけて、64.2%から 58%と 6.2%減少し
ており、収縮期血圧は 140.5mmHg から
133mmHg と 7.5mmHg 低下し、拡張期血圧は
81.2mmHg から 79.5mmHg と 1.7mmHg 低下
していた。一方、秋田において高血圧者の割合
は I 期から V 期にかけて、75%から 69.1%と
5.9%減少しており、収縮期血圧は 142.5mmHg
から 137.4mmHg と 5.1mmHg 低下し、拡張期



  

 

血圧は 81.4mmHg から 78.5mmHg と
2.9mmHg 上昇していた。 
(5) 大阪と秋田の比較 
 高血圧症の有病率および収縮期血圧は男女と
も各年齢層において、大阪よりも秋田で高かっ
た。有病率の推移は、I 期と比べて V 期におい
て、男性では大阪において著明な変化を認めな
かったが、収縮期血圧の低下を認めなかった。
一方で、秋田の男性において高血圧症の有病率
は 10%程度増加していたものの、血圧値の著明
な変化は認めなかった。女性においては 4.3～
20.5%の減少を認めた。女性においては秋田、
大阪ともに高血圧症の有病率、収縮期血圧、拡
張期血圧いずれも低下を認めた。 
 
3. 脂質異常症 
(1) 男性、40-64 歳 
脂質異常症の有病率は大阪において、I 期の

46.7%から V 期の 48.2%と大きな変化は認めな
かった。秋田においては I 期の 35.9%から V 期
の 39.4%と明らかな変化は認めないが、大阪に
比べて有病率が低かった。各種血清脂質の平均
値の期間を通じた大きな変化は認めなかった
が、大阪と秋田で、それぞれ nonHDL コレス
テロールの平均値は 150.0 mg/dl と
142.3mg/dl と大阪で高かった。 
(2) 男性、65-74 歳 
 大阪において脂質異常症の有病率は I 期の
42.3%から V 期の 51.6%と 9.3%増加していた
が、IV 期の 53.6%に比べると 2.0%の減少であ
った。血清 nonHDL コレステロールの平均値
は I 期の 147.1mg/dl から V 期の 144.8mg/dl
と、上昇は認めず、HDL コレステロールは I
期 55.3mg/dl から V 期 57.6mg/dl と 2.3mg/dl
上昇していた。秋田においては I 期の 26.7%と
比べて V 期では 32.4%と 5.7%の増加であった
が、III 期の 34%がピークであった。血清
nonHDL コレステロール値の平均値は I 期の
129.3mg/dl に比べて V 期では 132.6mg/dl であ
った。 
(3) 女性、40-64 歳 
脂質異常症の有病率は大阪において I 期

56.9%から V 期 45.8%へと 11.1%減少し、
nonHDL コレステロールの平均値も
158.4mg/dl から 149.7mg/dl へと低下してい
た。秋田においても有病率は I 期 49.1%から V
期 43.2%へと 5.9%減少しており、nonHDL コ
レステロールの平均値も 153.0mg/dl から
145.7mg/dl へと低下していた。 
(4) 女性、65-74 歳 
大阪において脂質異常症の有病率は I 期

63.5%から V 期 67.2%とやや増加していたが、
IV 期の 69.6%からの増加は認めなかった。血
清 nonHDL コレステロールの平均値は
165.2mg/dl から 153.3mg/dl へと 11.9mg/dl 減
少していた。秋田においては脂質異常症の有病
率は I 期の 56.1%から V 期の 53.4%へと 2.7%
減少していた。血清 nonHDL コレステロール

の平均値も I 期 156.7mg/dl から V 期
144.7mg/dl へと 12.0mg/dl 低下を認めた。 
(5) 大阪と秋田の比較 
 男女ともに脂質異常症の有病率は秋田よりも
大阪で高かった。脂質異常症の有病率は、大阪
の 40-64 歳の女性において低下していることを
除いて、I 期から V 期にかけて大きな変化はな
く、血清 nonHDL コレステロール値の 1.7～
12.0mg/dl の低下を認めた。 
 
4. 糖尿病 
(1) 男性、40-64 歳 

I 期から V 期にかけて糖尿病の有病率は大阪
で 6.7%から 7.4%と微増し、秋田においては
8.6%から 16.3%と約 2 倍となった。 
(2) 男性、65-74 歳 
 I 期から V 期にかけて糖尿病の有病率は大阪
で 10.7%から 20.6%、秋田において 8.5%から
19.5%と 2 倍以上の増加を認めた。 
(3) 女性、40-64 歳 

I 期から V 期にかけて糖尿病の有病率は大阪
で 4%から 5%と微増、秋田においては 4.4%か
ら 7.8%と約 2 倍となった。 
(4) 女性、65-74 歳 

I 期から V 期にかけて糖尿病の有病率は大阪
で 6.6%から 13.7%と微増、秋田においては
5.8%から 15.4%と 2 倍以上の増加を認めた。 
(5) 大阪と秋田の比較 
 秋田の 40-64 歳男女、大阪と秋田の 65-74 歳
において I 期から V 期にかけて糖尿病の有病率
が約 2～3 倍増加していた。 
 
5. 慢性腎臓病 

I 期から V 期にかけて大阪の 65-74 歳男性、
秋田の男性において慢性腎臓病の有病率の増加
をみとめたが、その他の層では大きな変化を認
めなかった。 

 
5. 生活習慣 
(1) 飲酒 

I 期から V 期にかけて多量飲酒者は大阪で増
加し、秋田の 40-64 歳男性では減少、秋田の女
性では数名程度であった。 
 
(2) 喫煙 
 I 期から V 期にかけて秋田の 40-64 歳女性に
おいて喫煙率の 2.2%から 9.7%への増加を認め
たが、その他のほとんど全ての層で喫煙率は減
少していた。 

 
Ｄ．考察 

本研究により、循環器疾患の主要な危険因子
の地域、性、年齢層別の推移が明らかとなっ
た。特に顕著な変化を認めたのは糖尿病で、都
市部である大阪の 40-64 歳を除いたすべての層
でおよそ 2 倍以上に増加していた。脂質異常症
と高血圧症の有病率は都市部の 40-64 歳の女性
を除いて減少はしていないものの、収縮期血



  

 

圧、血清脂質の値は横ばいないしは改善を認め
ており、医療介入の成果によるものと考えられ
る。慢性腎臓病も大阪の 65-74 歳男性、秋田の
男性にて糖尿病と連動した有病率の増加を認め
ており、糖尿病の関連が示唆される。 
本研究の基盤となった CIRCS 研究から、大

阪における冠動脈疾患の増加傾向（J Am Coll 
Cardiol. 2008 Jul 1;52:71-9）および糖尿病の
影響の増大傾向（Circ J. 2016 Oct 25;80:2343-
2348）、糖尿病と脳卒中リスクとの関連（Circ 
J. 2018 Feb 14、本年度研究成果 5）を報告し
ている。今後の大阪における冠動脈疾患は、高
血圧症および脂質異常症に加えて、糖尿病、慢
性腎臓病の影響の増大も懸念され、注意深い観
察と介入が必要である。 
生活習慣に関しては、大阪の男性における多

量飲酒および秋田の 40-64 歳女性における喫煙
が増加傾向であり、ターゲットを絞った対策が
必要である。また、この傾向が、都市部の就労
人口もしくは経営者、地方の若年女性もしくは
主婦といった層に一般化できるか、社会因子を
含めた、さらなる調査が必要である。 
高血圧症は I 期から V 期にかけて上昇傾向に

ある層も多い一方で、収縮期血圧は横ばいない
しは改善していた。医療介入の効果によると推
察されるが、動脈硬化の評価、臓器障害の評価
を含めて、適切な循環器疾患リスクの評価と今
後の集団医学的な管理が必要である。脂質異常
症についても同様の現象が観察された。冠動脈
疾患のリスク評価の観点からは前述の通りであ
るが、脳卒中と脂質異常症との関連は議論のあ
るところである。CIRCS 研究からも高血圧症
の者における臓器障害と脳卒中リスクとの関連
を報告しており（Circ J. 2017 Jun 
23;81:1022-1028、本年度研究成果 2）、臓器障
害の評価を含めた、脳卒中リスクの集団的管理
は、高齢化社会における認知症リスク、およ
び、世界的規模でみた脳卒中のエピデミック
（Circulation. 2011 Jul 19;124:314-23）の観
点からも、現代社会の大きな課題であり、更な
る研究が急務である。 
肥満症は大阪よりも秋田で多く、都市部より

も地方の問題と一般化できるか検討が必要であ
る。女性において肥満症の有病率が減少傾向に
あるのに対し、男性では横ばいないしは III 期
からの短期間でみれば微増傾向であり、対策が
必要である。循環器疾患の生涯リスク評価の観
点からは、Framingham 研究からの 30 年間の
長期間の循環器疾患発症予測モデルの開発に関
する研究（Circulation. 2009 Jun 23;119:3078-
84）において、肥満症は観察期間の経年変化の
影響を考慮すると有意な予測因子ではないこと
も報告されており、本研究においての検討も必
要と考えられる。 
生涯に渡る循環器疾患のリスク評価モデルの

構築にあたっては、本研究での層別化による各
危険因子のトレンドの相違をどのように反映す
るかが課題となる。推測される医療介入の増

加、生活習慣および環境の変化をどのように評
価するか。今回対象とした危険因子で説明でき
ない、地域差、もしくは社会因子をどのように
予測モデルに含めるか、肥満と高血圧症との関
連をどのように評価するか、次年度以降、さら
なる研究を積み重ねる必要がある。 

 
Ｅ．結論 

本研究は大阪と秋田の男女別・年齢層別・期
間別の追跡研究により、循環器疾患危険因子の
推移を明らかにした。高血圧症と脂質異常症に
ついては服薬者を含めた有病率の変化に比して
収縮期血圧や血清脂質の平均値の増悪を認めな
かった。一方で、糖尿病と慢性腎臓病の増加を
一定の層で認めた。生活習慣として大阪の男性
の多量飲酒および秋田の 40-64 歳の女性におけ
る喫煙率の増加を認めた。 
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図 1. 各危険因子保有者の割合の推移. 
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研究要旨 

JMS コホート研究は、1992 年に開始した循環器疾患の発症要因を検討する一般住民を対象にした

コホート研究である。今回は、BMI と脳卒中発症との関連を検討した。BMI 高値は欧米では心血管

疾患の危険因子として報告されているが、日本を含むアジア諸国では BMI 低値が心血管死亡と関連

しているとの報告がある。日本では脳卒中は死亡や身体機能障害の主要な原因であるものの BMI と

脳卒中発症との関連を検討した日本での前向き研究は少ない。JMS コホート研究の一環として、

12,490 人の対象者の中から検討した。対象者を男女それぞれで BMI が≦18.5、18.6‐21.9、22.0‐

24.9、25.0‐29.9、≧30.0 kg/m2 の 5 群に分類した。多変量で調整したハザード比と 95％信頼区間

を BMI 22.0‐24.9 を基準として計算した。平均追跡期間 10.8 年で 395 人（男性 207 人、女性 188

人）の脳卒中発症があった。そのうち、脳梗塞は 249 人、脳出血は 92 人、クモ膜下出血は 54 人で

あった。脳卒中発症のハザード比の結果は、男性では、全脳卒中発症で、≦18.5 kg/m2 で有意に上

昇していた（ハザード比 2.11、95%信頼区間 1.17‐3.82）。女性では、全脳卒中発症で≧30.0 kg/m2

で有意に上昇していた（2.25、1.28‐5.08）。脳梗塞発症では、男性で、≦18.5 kg/m2 で有意に上昇

していた（2.15、1.07‐4.33）。今回 BMI と脳卒中発症との関連を検討したが、過去の報告と結果が

異なっていた。男性では、BMI ≦18.5 kg/m2 で、全脳卒中発症、脳梗塞発症で有意に上昇してお

り、女性では、≧30.0 kg/m2 で、全脳卒中発症で有意に上昇していた。 

Ａ.目的 

日本では脳卒中は死亡や身体機能障害の原因

として重要な疾患である。2013 年には 12 万人

が脳卒中で死亡しており、全死亡の 9.3％であっ

た 1。BMI は、肥満、過体重、やせなどとして多

くの疫学研究がある 2。欧米では、BMI は脳卒

中を含む心血管疾患の危険因子との報告が多い
3－5が、日本では、BMI と脳卒中死亡との関連が

直線的でない 6－11、あるいは、有意な関連がない

12などの報告が多い。 

脳卒中は重大な予後になる疾患ではあるもの

の、発症と死亡との関連では、日本では、脳梗塞

による致死率は 10％未満との報告もある 13、14。

しかしながら、致死的な脳卒中でなかったとし

ても身体障害などの生活機能障害で社会にとっ

ても負担が大きい 15。ヨーロッパや北米で、BMI

高値と脳卒中の関連を報告している研究が多い
16－22。 



  

 

 これまで BMI と脳卒中発症との関連に関

する日本の報告は少なく 23－25、今回、日本人の

一般集団を対象に BMI と脳卒中発症との関連

について前向き追跡研究で検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

対象者 

Jichi Medical School(JMS)コホート研究は、

1992年より開始された全国12地区での地域一般

住民を対象とした循環器疾患に関する大規模コ

ホート研究である 11,12。研究の参加者は 12,490

人(男性 4,911,女性 7,579 人)である。ベースライ

ンデータの収集は 1992 年から 1995 年にかけて

行われ、血圧、身体検査、血液検査と自記式質問

票の情報が含まれている。研究デザインやベース

ラインデータの結果の詳細は以前に発表されて

いる 26。 

BMI を測定し、脳卒中、心筋梗塞、狭心症、悪

性腫瘍の既往のある方を除外した 11,404 人（男

性 4,444 人、女性 6,960 人）を対象とした。 

 

ベースラインデータ 

全ての地域において、統一のプロトコルで行

われた。収縮期血圧(SBP)は座位 5 分安静後に

自動血圧計(BP203RV-Ⅱ,日本コーリン)を右腕

に装着して測定した。Body mass index(BMI)は

体重を身長(m) の二乗で割ったものと定義した。

血液検査は座った参加者の肘静脈から採取した

血液サンプルを用い、総コレステロール濃度、

中性脂肪、HDL-コレステロール、血糖を測定し

た。年齢や病歴や生活習慣は自記式質問票にて

入手した。高血圧、高脂血症、糖尿病については

現在治療中であること、喫煙・飲酒は現在喫煙・

飲酒していることを調査した。 

 

追跡調査 

JMS コホート研究のベースラインデータを収

集した対象者に対し、毎年の健診受診者に心筋

梗塞に罹患したかを調査した。健診未受診者に

対しては、各地区の担当者が郵送、電話、訪問、

受診医療機関に確認を行い発症の有無を確認し

た。これらの調査で脳卒中または心筋梗塞の発

症が疑われた場合、受診医療機関に確認を行い、

発症であれば登録票と心電図で登録を行った。

死亡小票は総務省と厚生労働省の許可を得て

2005 年まで収集された。追跡中に調査区域から

の転出についても役場より情報を得た。 

 

診断基準 

心筋梗塞の診断は、JMS コホート研究グルー

プ内の放射線科、神経内科医、2 人の循環器内科

医で構成された独立した症例検討委員会にて行

われた。心筋梗塞の判定には世界保健機構の

MONICA の診断基準を用いた 26－28。 

 

 

統計解析 

全ての解析は男女別に行った。連続量のデー

タは平均値±標準偏差(SD)で表現した。BMI は、

日本肥満学会の基準 29 を元にして、≦18.5、

18.6‐21.9、22.0‐24.9、25.0‐29.9、≧30.0 

kg/m2の 5 群に分類した。 

一元配置分散分析とχ2検定を用いて検定した。

生存分析については、BMI 22.0‐24.9 を基準と

して Cox 比例ハザードモデルを用いてハザード

比および 95％信頼区間を計算した。調整因子は、

年齢のみ（HR1）、多変量での調整として年齢、

SBP、総コレステロール、HDL コレステロール、

中性脂肪、糖尿病、喫煙、飲酒（HR2）で調整

した。年齢、SBP、総コレステロール、HDL コ

レステロール、中性脂肪は連続変数としてモデ

ルに投入した。糖尿病（空腹時血糖≧126 ㎎/dL 

または随時血糖≧200 ㎎/dL または糖尿病治療

歴あり）、喫煙（喫煙、過去喫煙、喫煙なし）、飲

酒（飲酒、過去飲酒、飲酒なし）は群別データと

してモデルに投入した。 



  

 

全ての統計解析は SPSS version 21J for 

windows を使用した。いずれの検定も両側検定

で統計学的有意水準は P<0.05 とした。 

 

倫理的配慮 

研究は自治医科大学の倫理委員会の承認（疫学

03-01）を得ており、全ての参加者に書面によるイ

ンフォームドコンセントを得た。 

 

 

C．研究結果 

BMI による群別のベースラインデータを

Table 1 に示す。平均年齢（標準偏差）は、BMI5

群：≦18.5、18.6‐21.9、22.0‐24.9、25.0‐29.9、

≧30.0 kg/m で男性では、それぞれ 59.6 歳（13.4

歳）、55.3 歳（12.5 歳）、54.9 歳（11.5 歳）、53.3

歳（11.0 歳）、53.3 歳（11.5 歳）で、女性では、

それぞれは 55.2歳（14.6歳）、53.3歳（12.2歳）、

55.8 歳（10.2 歳）、56.8 歳（9.6 歳）、55.4 歳（9.1

歳）であった。男女とも、BMI と SBP、総コレ

ステロール、中性脂肪と正の関連があり、HDL

コレステロールと負の関連があった。BMI≧30 

kg/m では糖尿病がある傾向があり、BMI が高

い男性では喫煙、過去喫煙が少ない傾向であっ

た。 

平均追跡期間 10.8 年で 395 人（男性 207 人、

女性 188 人）の脳卒中発症があった。そのうち、

脳梗塞は 249 人（男性 149 人、女性 100 人）、

脳出血は 92 人（男性 45 人、女性 47 人）、クモ

膜下出血は 54 人（男性 13 人、女性 41 人）で

あった。 

BMI 群別の脳卒中の発症率は、男性では、≦

18.5 kg/m で最も多く、女性では、≧30.0 kg/m

で最も多かった（Table 2, 3, Figure 1）。 

男性では、≧30.0 kg/m の発症が少なく、

25.0‐29.9 と≧30.0 kg/m を一つの群として解

析した。女性では、≦18.5 kg/m の発症がなかっ

たため≦18.5 と 18.6‐21.9 を一つの群として

解析した。 

脳卒中発症のハザード比の結果は表 2、表 3

に示す。男性では、多変量の調整（HR2）で、

全脳卒中発症、脳梗塞発症で、≦18.5 kg/m2 で

有意に上昇していた（全脳卒中ハザード比 2.11、

95%信頼区間 1.17‐3.82、脳梗塞 2.15、1.07‐

4.33）。 

女性では、全脳卒中発症で≧30.0 kg/m2 で有

意に上昇しており（2.25、1.28‐5.08）脳梗塞発

症では、有意な傾向（2.48、0.94‐6.56）であっ

た。脳出血では、≧30.0 kg/m2 での女性で上昇

していたが、有意な関連はなかった（2.41、

0.54‐10.72）。 

  

Ｄ．考察  

 男性では、 

男性では、BMI ≦18.5 kg/m2 で、全脳卒中発

症、脳梗塞発症で有意に上昇しており、女性で

は、≧30.0 kg/m2 で、全脳卒中発症で有意に上

昇していた。 

これまで日本では BMI と脳卒中発症の関連

の報告は少なく、今回の結果は過去の報告と異

なる結果となっていた。久山研究では、男性で

は脳梗塞と正の関連があったが、女性では関連

がなかった 25。JPHC 研究では、BMI は助成で

脳卒中となっていたが、男性では関連はなかっ

た 23。 

日本における JALS 研究のメタアナリシスでは、

血圧を調整因子として解析した結果、男女とも

BMI≧27.5 kg/m2で脳梗塞および脳出血の発症

と関連があった 24。 

 米国やヨーロッパの各国の報告では、男女と

も BMI 高値と脳梗塞の発症との関連があった

としている 16－22。しかしながら、高血圧など有

力な交絡因子で調整したところ統計学的に有意

な関連が消失しているものもあった 18、22。これ

までのところ BMI 低値と脳卒中の関連を報告

した研究はなかった。 



  

 

 さらに、脳卒中による死亡との関連では、直

線的な関連ではなく、U 字型の関連となってい

る報告もあった 7、10、11。J 型 6や逆 J 型 8の関連

を示す報告もあった。今回の結果と同様の結果

の研究としては、Miyako 研究があり、男性で

BMI 低値と脳卒中死亡の関連があった 9。 

 今回の結果は、男性の BMI 低値は脳卒中発症

のリスクとなっていた。BMI は多くは筋肉と脂

肪とを分けて測定しているものではないが、臨

床や研究では、BMI を指標として用いている。

肥満ややせなどの身体的状態が疾患と関連する

かは不明な点も多く、また、BMI 低値が筋肉減

少を含めた低栄養や低活動、炎症やホルモンの

影響などを含めた健康状態と直接関連があるか

も不明である 30。BMI 低値がどのように脳卒中

発症と関連するのかについては、さらなる研究

が必要である。 

 本研究では、日本人における大規模なコホー

ト研究による脳卒中発症を追跡した研究である。

男女とも対象として、男女別に解析しているこ

と、可能性のある交絡因子で調整していること、

血液検査は単独の検査機関で測定していること

が強みであると考えている。 

 研究の限界もいくつかある。1 つ目は、住民を

対象としているが、ランダムサンプリングでは

ないこと、測定データはベースライン時の 1 回

のみであることが挙げられる。高血圧、糖尿病、

脂質異常症は過去の同様の研究より低く 31、日

本人の一般集団にくらべて、多少健康的である

可能性がある。2 つ目は喫煙、飲酒、既往歴につ

いては自記式アンケートによること、体重は着

衣にて測定していることなど測定の不正確さが

あることも考えられる。3 つ目は、無症候性の脳

卒中は発症から除外しているため発症数を低く

見積もっている可能性がある。最後に、男性の

BMI 低値、女性の BMI 高値で発症数が少なく

偶然の可能性は排除されないことなどが考えら

れる。 

結論としては、男性では、BMI ≦18.5 kg/m2 

で、全脳卒中発症、脳梗塞発症で有意に上昇し

ており、女性では、≧30.0 kg/m2 で、全脳卒中

発症で有意に上昇していた。 

今回の結果は BMI と脳卒中発症に関連した研

究の更なる発展に寄与するものと期待する。 
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Ｆ．健康危機情報 

 特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

 Journal of Epidemiology に投稿し、Accept さ

れた。 

 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

 特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 
 



  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 
 

Figure 1. Crude incidence rate based on body mass index 

 

 

 



  

 

平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
 
生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コ
ホート統合研究（ H29－循環器等－一般－003 ）：2017年度分担報告書 
 

14.愛知職域コホート研究 

 

研究分担者 八谷 寛 藤田保健衛生大学医学部・教授 

研究協力者 青山温子 名古屋大学大学院医学系研究科・教授 

玉腰浩司 名古屋大学大学院医学系研究科・教授 

平川尚仁 名古屋大学大学院医学系研究科・講師 

上村真由 名古屋大学大学院医学系研究科・助教 

李 媛英 藤田保健衛生大学医学部・助教 

 

研究要旨 

愛知職域コホート研究は、都市部ならびに都市近郊に居住する勤労世代における生活習慣病の発

症要因を明らかにすることを目的としたコホートである。平成 14 年に第２次ベースライン調査を実

施した者のうち、非協力の意思を表示しなかった 6,638 名が本共同研究に参加している。平成 27 年

3 月末現在の追跡状況は、死亡 161 名、生存 6,477 名で、生存者のうち在職者が 2,687 名、退職者

が 3,790 名である。在職者と退職者の一部である 4,420 名について発症追跡を行えており、141 名

の心血管疾患（急性冠動脈疾患及び脳卒中）、573 名の糖尿病発症を確認している。 

経年的な健診成績が把握できるという職域の特性を活用し、男性(n=3540)において約 12 年間の追

跡期間中の糖尿病の発症（n=342）リスクを予測するリスクスコア作成に関する研究を実施した。そ

の結果、年齢、BMI、現喫煙、糖尿病の家族歴、血糖高値、中性脂肪高値を予測因子とするリスクモ

デルが作成され、これらの変数のポイントシステムによるリスクスコアの判別能は（c-index：0.77）

で、適合度も良好であった（（Hosmer-Lemshow 検定:P=0.22）。 

 

 

Ａ．研究目的 

日本の循環器疾患の疾病構造（case mix）の

特徴は、従来、虚血性心疾患に比べ脳血管疾患

の罹患率・死亡率が高いことであるが、都市部

の中壮年期男性においては、虚血性心疾患罹患

率の増加傾向が報告されている。今後、より有

効で効率的な循環器疾患予防対策を立案してい

くためには、都市部男性における循環器疾患発

症に寄与する因子についてのさらなる検討が必

要と考えられる。 

そこで、都市部ならびに都市近郊に居住する

勤労世代における生活習慣病の発症要因を明ら

かにするために、愛知職域コホート研究が平成

９年に発足し、追跡調査とともに、継続的な曝

露要因の調査が実施されてきている。 

 

Ｂ．研究方法 

愛知職域コホート研究の対象は愛知県の自治

体職員で、平成９年に第１次のベースライン調

査、以後約５年ごとに対象者を追加した、第２

～４次のベースライン調査（平成 14、19、25

年）を実施した。 



  

 

本共同研究の概要ならびに協力拒否の意思表

明方法を具体的に示した説明文を、第２次ベー

スライン調査対象者に送付するとともに、ホー

ムページにも同様の内容の説明文と、研究参加

に協力しない場合の同意撤回方法を掲載した。 

それらの結果非協力の意思を表明した 10 名

の者を除外した、6,638 名を愛知職域コホート

研究事務局である名古屋大学大学院医学系研究

科国際保健医療学・公衆衛生学教室から統合研

究事務局（滋賀医科大学アジア疫学研究センタ

ー）に提供した。 

また、さらなる統合研究対象者の追加を意図

して、平成 29 年度には、その他の年度のベー

スライン調査対象者のデータ提供が可能となる

よう、対象職域の全従業者に研究参加に関する

説明文を配布し、ホームページ上にも同様の説

明文を提示し、オプトアウトの機会を保証し

た。 

さらに平成 30 年度には、第五次コホートの

設立とともに、第二次を含む過去のベースライ

ン調査参加者については生活習慣等のアップデ

ートとなる質問紙調査を行うこととしている。 

 

（倫理面への配慮） 

愛知職域コホート研究の本共同研究への参加

については名古屋大学医学部生命倫理審査委員

会において審議承認されている。平成 29 年度

には対象者追加についても申請し承認を得た。 

なお対象者には、個別に説明書を配布し、本

共同研究参加に協力しない場合に連絡してもら

うこととした。連絡が不可能な場合には、同様

の説明文、同意しない場合の連絡方法をホーム

ページに記載し、連絡を受け付けた。本共同研

究に提供されるデータに個人識別情報は付され

ない。連結表は、研究事務局内で施錠された保

管室内の鍵のかかる保管庫にて保管している。

また、研究資料も施錠された保管室内の鍵のか

かる保管庫にて保管している。 

Ｃ．研究結果 

追跡期間中の疾病・死亡の発生状況は、職域

の健康管理部門で把握される情報の提供を受け

る他、発症疑い者を概ね２年おきに実施する自

己申告質問紙調査よってスクリーニングしてい

る。今までに平成 16、19、23、24、25、26、

27、28 年と 8 度の自己申告質問紙調査を実施

した。自己申告のあった者のうち、同意のある

者については、主治医への依頼に基づくカルテ

採録調査を実施して、診断を確定している。ま

た、糖尿病や高血圧などの疾患発症について

は、健診成績の経年把握によっても行ってい

る。 

 

【追跡状況】 

平成 27（2015）年 3 月末時点で 161 名の死

亡、3,790 名が退職した。うち、1,733 名

（46%）の発症追跡は継続している。平成 28

年 11 月には、その時点での退職者で発症追跡

を行えている者 1,830 名に対して病歴調査を実

施している。さらに発症調査ができない退職者

についても、訃報等を活用した生存調査は実施

できている。 

 

【心筋梗塞・狭心症】  

平成 27 年 3 月末までに 59 例の急性冠動脈

疾患の新規発症を確認した。 

 

【脳卒中】  

平成 27 年月末までに 88 例の脳卒中の新規

発症を確認している。 

 

【個別研究】 

自宅から鉄道駅、バス停、職場までの距離と歩

行時間との関連-愛知職域コホート 

 

目的： 事務系職種に就いている勤労者世代の

者にとって、通勤時の歩行は主要な生活活動の



  

 

一つであると考えられる。そこで、地理情報シ

ステム(GIS)を用いて客観的に評価した自宅か

ら最寄りの鉄道駅、バス停、さらに職場までの

距離と１日の歩行時間との関連を、自宅近隣の

歩きやすさの指標（walkability）で層化して調

べた。 

 

方法： 中部地方の一自治体に勤務する地方公

務員を対象に 2013 年に行なった生活習慣等に

関する自記式質問紙調査で、4,865 人（男性

3,418、 女性 1,447）が自宅住所の情報を提供し

た。年齢が 18-64 歳で、がんと循環器疾患既往

がなく、名古屋都市圏に居住する事務系職種従

事者 1,486 人を対象者とした。自宅から鉄道駅、

バス停までの距離は、国土数値情報の鉄道デー

タ（2013 年 12 月）、バス停留所データ（2010

年 7 月）を用い、路線などは考慮せず、最短経

路距離として算出した。同様に、自宅から職場

までの距離は、自宅から職場までの直線距離と

した。walkability 指標は近隣の人口密度、道路

密度、商業集積地への近接性、公園への近接性

の情報を合成して作成した（Hanibuchi T et al., 

Int J Environ Res Public Health 2015）。歩行

時間は「昨年 1 年間のうち、通常の時期の 1 日

の時間の内訳を教えて下さい。通勤、仕事、家事

などの時間をすべて含めてお答え下さい。余暇

は含めません。」という設問の中の「歩いている

時間」として尋ねた。回答は、0 から 11 時間以

上の 8 択だが、偏った分布を示したため、解析

では 1 時間未満と 1 時間以上の 2 群に分けた。

統計解析は、歩行時間を結果変数、自宅から鉄

道駅、バス停、職場までの距離を説明変数、年

齢、性別、本庁勤務、学歴、婚姻・喫煙・飲酒の

各状況、余暇時間の運動習慣の有無、睡眠時間、

高血圧及び糖尿病の既往、肥満度（BMI）、抑う

つ傾向の有無（CES-D が 9 点以上）、さらに

walkability を調整したロジスティック回帰分

析を実施した。walkability による層化は中央値

（33）で行った。 

 

結果： 自宅から職場までの距離が 10km 以上

の者では、その距離が 5km 未満の者に比べ、1

時間以上歩行する者の割合が高い傾向にあった

（多変量調整オッズ比：1.46、P=0.02、傾向性

P=0.03）。この関連は、walkability の高低によ

って有意に異ならなかった（表）。なお、鉄道駅、

バス停までの距離と歩行時間との関連は見い出

せなかった。 

 

結論： 名古屋市及びその近郊に居住し、事務

系業務に従事する公務員において、自宅と職場

との距離は 1 日に 1 時間以上歩行することと関

連した。 

 

 
Ｄ．考察 
 愛知職域コホート研究では、都市部の勤労者

集団を対象とし、心血管疾患の発症要因の特徴

を明らかにし、予防対策に資する知見を創出す

ることを目的としている。そのために、本研究

では特に中年男性において増加が指摘されてい

る肥満及び肥満に関連する代謝異常に着目し、

それらの関連性を脳血管疾患と虚血性心疾患で

比較検討し、さらにその人口寄与危険度割合を

推計することを目指している。都市部コホート

でのこれらの知見は健康日本２１の NCD 予防

対策に資すると考えられる。同時に、虚血性心

疾患の帰結の一つである心不全による健康寿命

の短縮を防ぐためには、虚血性心疾患の発症予

防が重要である。すなわち、虚血性心疾患の罹

患率が増加しているとされる都市部中壮年男性

における、本研究のような長期間の追跡研究が

ますます必要とされている。 

 
Ｅ．結論 

健康日本２１（第二次）の目標達成、すなわ

ち健康寿命の延伸及び生活習慣病（NCD）予



  

 

防を目的とし、循環器疾患については、健診と

保健指導に基づく二次予防対策（特定健診・特

定保健指導）が実施されている。しかし、腹部

肥満の存在に基づいて対象者を選定する保健指

導のみでは、非肥満ハイリスク者への介入機会

がなく非効率であるとする批判がある。ただ、

その程度についての知識は、主として地域住民

を対象としたコホートで得られたものに拠って

いる。愛知職域コホート研究では、この課題に

ついて、都市部の中壮年男性を中心とする長期

追跡コホートにおいても詳しく検討し、得られ

た知見を行政施策へ活用することを目標として

いる。 

 
Ｆ．健康危険情報 
研究代表者による総括研究報告書参照のこと 
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平成 29 年度厚生労働省科学研究費補助金  

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業総括研究報告書 

 

生涯にわたる循環器疾患の個人リスクおよび集団のリスク評価ツールの開発を目的とした大規模コ

ホート統合研究 （ H29－循環器等－一般－003 ）：2017 年度分担研究報告書 

15. ナショナルデータベースでの検証 

 

    研究分担者  中山健夫  京都大学医学研究科 健康情報学分野 教授 

          

研究要旨： レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB: National Database of Health 

Insurance Claims and Specific Health Checkups of Japan）は，特定健診・特定保健指導情報

（2008 年度～）とレセプト情報（2009 年度～）から構成されている厚生労働省管理のデータベー

スである．2017 年時点で日本における保険診療の 95%以上の請求情報が含まれており，2011 年よ

り医療サービスの質の向上等を目指した正確なエビデンスに基づく施策の推進等を目的とした分

析・研究に対し，有識者会議での審査を経て政策立案者や研究者が用いることが可能となった．こ

れまで地域集団を対象にコホート研究が進められてきた循環器疫学の領域において、NDB がどの

ような価値を持ち得るか検討を行うため、初年度は NDB の現状と利用可能性を概観した．  

Ａ.目的 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB: National Database of Health 

Insurance Claims and Specific Health 

Checkups of Japan）は，特定健診・特定保健

指導情報（2008 年度～）とレセプト情報

（2009 年度～）から構成されている厚生労働

省管理のデータベースである．2017 年時点で

日本における保険診療の 95%以上の請求情報が

含まれ，2011 年より医療サービスの質の向上

等を目指した正確なエビデンスに基づく施策の

推進等を目的とした分析・研究に対し，有識者

会議での審査を経て政策立案者や研究者が用い

ることが可能となった． 

初年度は NDB の現状と利用可能性の基礎的

検討を行った． 

 

Ｂ．研究方法 

文献的検討 

 

C．研究結果 

１．データベースに格納されている情報 

NDB は大きく分けて「レセプト情報」と「特

定健診・特定保健指導情報」によって構成され

ており，レセプトには氏名や生年月日・性別な

どといった患者情報，医療機関や保険者，被保

険者等の情報，保険診療に関連する傷病名や治

療内容，投薬等の情報が含まれている．また個

人を特定する ID として，主に保険者，被保険者

関連情報を元にしたハッシュ値（ID1）と，主に

氏名情報を元にしたハッシュ値（ID2）の，2 種

類のハッシュ値が個々のレセプト情報に付与さ

れている．この ID1,2 を用いることで，医療機

関，各月ごとに発行されているレセプト情報を

同一人物の情報として特定することが可能とな

る．特定健診情報は，40 歳以上 75 歳未満の被保

険者・被扶養者を対象とする内臓脂肪型肥満に

着目した問診結果や生活習慣病に関連した測定

項目の結果，あるいは特定保健指導については

保健指導レベルや支援形態などの情報が含まれ

ており，レセプト情報と同様に ID1,2 が付与さ

れ格納されている．格納されているデータの詳



  

 

細については，厚生労働省のホームページから

参照できる． 

２．利用形式 

NDB データは様々な利用形式が設けられてい

るが，実際に利用者がデータを操作する形式と

しては，大きく分けて主に「特別抽出」，「サン

プリングデータセット」の 2 つがある．研究者

が必要と考えるデータすべての提供を申出する

形式は，「特別抽出」と呼ばれている．有識者会

議（審査分科会）において承諾されれば，申出

者は希望する NDB データを入手できる．事前に

限定された目的に対する完成度の高い研究プロ

トコルの準備と，合理的な根拠に基づいたデー

タ項目の指定が必須となっている．また縦断研

究を行えるのは特別抽出のみであるが，ID で統

合し，分析できるデータ形式を再構築するなど

分析の前処理が必要なため，データ分析に関す

る人材や物理的分析環境が整っていることが不

可欠であり，現実的にはレセプトデータの分析

に相当習熟した研究者，研究チームに利用者は

限られよう． 

特別抽出では探索的な研究が原則として認め

られていないことから，そうしたニーズに対応

出来るよう整備されたデータが，「サンプリング

データセット」である．これは，単月分のレセ

プトに対し，性別および 5 才刻み年齢別に，入

院で 10％，外来および調剤で 1%の抽出を行

い，出現回数の少ない傷病名や診療行為，医薬

品情報のダミー化など，匿名性を強化する一定

の処理が行われたデータである．サンプリング

データセットは単月分の情報しか含まれていな

いため，縦断研究が出来ないという欠点がある

が，特別抽出に比べるとデータ量が限られてお

り，ID で紐付けする作業も不要であることか

ら，比較的現実的な環境下で操作することが可

能である．厚生労働省ホームページにこれまで

の利用者による体験報告も紹介されており，各

疾患の出現頻度や治療実態を横断的に評価する

ことを検討している研究には比較的利用しやす

いと言える．  

３．NDB オンサイトリサーチセンター 

NDB の利用にあたっては十分なセキュリティ

環境の確保も求められているが，その環境を誰

しも確保できるとは限らない．そこでセキュリ

ティが確保された環境下で多様な研究者が NDB

データにアクセスできることを目的として，

NDB オンサイトリサーチセンター（以下「セン

ター」）が 2015 年に設置された．センターは東

京大学と京都大学に設置されるとともに，両機

関は NDB データの利活用の推進・普及・啓発に

関し厚生労働省との連携協力機関として協定を

締結することとなり，NDB データの利活用を推

進する役割を担うこととなった． 

センターでの NDB データ利用はまず両機関に

おいて試行的に利用が開始され，2016 年は主に

センターが備えるシステムの性能を評価するパ

フォーマンステストが行われた．センターの端

末には様々なアプリケーションや統計解析ソフ

トが用意されているが，目的とする集計・分析

によってアプリケーションの適性が異なってい

たり，ローカル環境で統計解析する場合とサー

バー上で統計解析する場合とで所要時間等に大

きな差が出たりするなど，システム性能に様々

な特性があることが明らかとなった．現在，具

体的な研究課題の実行可能性を評価中であり，

今後は両機関以外の研究者等もセンターを利用

できるようにするため，活用方策の検討や諸規

程の整備が行われる予定となっている． 

４．NDB データを研究に使用する際の課題 

NDB データの第三者利用は 2011 年以降徐々

に進んでおり，申出件数も 2017 年 3 月時点で

125 件の研究申出に対してデータ提供が承諾され

ている．一方で，NDB データの更なる利活用を

考えた場合，様々な課題が浮かび上がってく

る．まず，レセプトは月ごと，医療機関ごと，

レセプト種類ごとに発行されるため，特別抽出



  

 

で研究を行う場合，患者単位でデータを統合す

る作業が必要となるが，この作業に際しての定

形化された ID 統合ロジックが未だ確立されてい

ない．現在の ID1 と ID2 は，就職先の変更や氏

名の変更，記入の揺れなどによって変化が生じ

るため，結婚や就職などといったライフイベン

トのたびに NDB データの ID の精度が減じる．

ID 統合ロジックが確立されていないため，研究

者によって得られる結論が異なるという懸念が

付き纏っている．このことは，縦断研究のハー

ドルを高くしていると共に，データ分析に多大

な年月を必要とすることとなるため，理論上診

療後 2～3 か月でデータベース化されるはずの

NDB データの鮮度を結果的に落としてしまうこ

とになっている． 

またレセプトデータの構造や特性，効果的な

分析手法や活用方法も，研究目的での二次利用

という観点から見て，未だ知見が網羅的に蓄積

されているとは言い切れない．患者単位でのデ

ータ統合ロジック以外にも，いわゆる「レセプ

ト病名」の存在など，傷病名の精度を揺るがせ

る要因もあり，適切にデータを抽出する手法が

未だ確立されていない．特定の疾患の患者を抽

出する際には，傷病名情報以外に，行われた診

療行為の情報や処方された医薬品の情報を活用

することで一定程度バリデートすることが可能

ではあるが，それら手法についても確立された

ものは存在しておらず，各研究者が手探りで行

っているところである．研究目的で NDB データ

を利用してきた者が，今後切り拓いていかなけ

ればならない課題であろう． 

米国では Medicare，Medicaid データの研究

利用が盛んに行われているが，データ利用時

は，データを管理する CMS と契約関係にある

Research Data Assistance Center (ResDAC) と

いう組織が，利用申請手続きに関する相談や研

究者からの学術的質問を受け付けている． 日

本では一部業務は外注されているものの，利用

者に向けたデータ利用を支える学術的支援体制

が十分に確立されているとは言い難く，現時点

では一部公開されている関連資料を頼ったり，

あるいは既に研究利用の知見を有している研究

者と共同でデータ利用を行ったりするなど，現

実的には分析のノウハウを何らかの形で確保し

なければ，NDB データの十全な利活用は容易で

はない． 

 

Ｄ．考察 ＆ Ｅ．結論 

 現時点ではさまざまな課題を持つ NDB である

が、日本のほぼ全人口を対象とした特定健診と

レセプトの最大規模のデータが集積されている

貴重な情報源であることは確かある。 

これまで地域集団を対象にコホート研究が進

められてきた循環器疫学の領域において、NDB

がどのような価値を持ち得るか、引き続き検討

を進めたい． 
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